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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第６期中 第７期中 第８期中 第６期 第７期

会計期間
自平成17年12月1日

至平成18年5月31日

自平成18年12月1日

至平成19年5月31日

自平成19年12月1日

至平成20年5月31日

自平成17年12月１日

至平成18年11月30日

自平成18年12月１日

至平成19年11月30日

売上高 (千円) 689,097 561,921 626,3331,185,3421,448,813

経常利益
又は経常損失（△）

(千円) 195,337 △29,387 △96,962 158,197 229,182

中間(当期)純利益
又 は 中 間 純 損 失
（△）

(千円) 148,269 △54,190 △431,230 105,397 126,468

純資産額 (千円) 710,7001,198,7151,345,168763,7381,574,470

総資産額 (千円) 1,411,3612,223,1173,141,4821,834,0163,221,379

１株当たり純資産額 (円) 62,847.9080,486.8351,843.0753,495.6181,705.59

１株当たり中間
(当期)純利益
又 は 中 間 純 損 失
（△）

(円) 13,421.65△4,290.48△33,536.149,463.929,923.29

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) ― ─ ─ ― 9,421.35

自己資本比率 (％) 50.0 46.6 21.2 32.7 32.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 158,988△259,968 77,074 74,790 52,577

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △583,920△179,190△438,818△646,476△1,279,501

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 389,876 461,282 211,491 555,9311,484,410

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残
高

(千円) 205,340 262,263 321,239 235,761 481,746

従業員数 (名) 116 135
 

158
 

126 144

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第６期中間連結会計期間及び第６期は新株引受権及

び新株予約権の残高がありますが、当社株式は非上場・非登録であったため、期中平均株価が把握できないた

め、第７期中間連結会計期間及び第８期中間連結会計期間は中間純損失を計上しているため記載しておりま

せん。

３　従業員数は、就業人員数を表示しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第６期中 第７期中 第８期中 第６期 第７期

会計期間
自平成17年12月1日

至平成18年5月31日

自平成18年12月1日

至平成19年5月31日

自平成19年12月1日

至平成20年5月31日

自平成17年12月１日

至平成18年11月30日

自平成18年12月１日

至平成19年11月30日

営業収益 (千円) 307,448 209,471 176,366 406,704 480,795

経常利益
又は経常損失（△）

(千円) 160,767 △12,153 △54,699 93,589 59,508

中間(当期)純利益
又 は 中 間 純 損 失
（△）

(千円) 154,144 △16,581 △372,245 108,270 37,909

資本金 (千円) 374,150 589,775 590,025 374,150 589,775

発行済株式総数 (株) 11,226 12,858 12,862 11,226 12,858

純資産額 (千円) 667,9721,020,748639,281 558,102 965,725

総資産額 (千円) 1,286,3971,860,7001,959,2231,308,9502,454,323

１株当たり純資産額 (円) 59,502.2979,386.2949,703.0849,715.1775,106.95

１株当たり中間
(当期)純利益
又 は 中 間 純 損 失
（△）

(円) 13,953.52△1,312.83△28,949.009,721.882,974.53

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) ― ─ ─ ― 2,824.07

１株当たり配当額 (円) ― ─ ─ ― ―

自己資本比率 (％) 51.9 54.9 32.6 42.6 39.3

従業員数 (名) 14 13 10 13 14

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第６期中間会計期間及び第６期は新株引受権及び新

株予約権の残高がありますが、当社株式は非上場・非登録であったため、期中平均株価が把握できないため、

第７期中間会計期間及び第８期中間会計期間は中間純損失を計上しているため記載しておりません。

３　従業員数は、就業人員数を表示しております。
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２ 【事業の内容】

（1）事業内容の重要な変更（事業区分の変更）

金融アドバイザリー事業の一環として行っていた映画等を中心としたエンターテインメント関連分野

の企画・コンサルティング、及びライセンスに係わる業務については、今後の事業拡大を見込み、それぞ

れエンターテインメント事業、ライセンス事業としてその他の事業に区分しました。

　その他の事業（エンターテインメント事業） ： T&C Pictures, Inc.（連結子会社）

　その他の事業（ライセンス事業） ： 当社

　

（2）主要な関係会社の異動

①　投資情報提供事業

国際分散投資に役立つクオリティの高い投資情報を投資家のニーズにあわせてよりタイムリーに提

供し、国際競争力を高める体制を構築すること、金融機関等法人顧客の投資情報に対するニーズを的確

に収集・分析し、ユーザーフレンドリーなプラットフォームを構築するソリューションを提供するこ

とを目的として投資情報提供事業の再編を行いました。

（再編前）

　日本株情報提供：㈱トレーダーズ・アンド・カンパニー（連結子会社）

　中国株情報提供：㈱T&Cトランスリンク（連結子会社）

　為替・国際金融情報提供：㈱マネーアンドマネー（連結子会社）　

　コモディティ情報提供：T&C Cosmic, Inc.（連結子会社）

（再編後）

　コンテンツ作成・個人向け投資情報提供：㈱T&Cフィナンシャルリサーチ（連結子会社）

  国際投資情報作成・提供：T&C Financial Research USA, Inc.（連結子会社）

　ソリューション・法人向け投資情報提供：㈱T&Cフィナンシャルテクノロジーズ（連結子会社）

　加えて、ETFに関する情報提供を増強するため、Marco Polo XTF, Inc. と資本業務提携を行い、同社を

持分法適用関連会社としました。

②　金融アドバイザリー事業

金融アドバイザリー事業をオフショアにおいて完結・特化させ、更なる企業価値向上を図るため当

該事業の組織再編を行いました。

　当中間連結会計期間に、中間持株会社 T&C FA Holding AG （連結子会社）を設立し、T&C 

Financial Advisor (Schweiz) AG（連結子会社）、T&C Financial Advisor (USA), Inc.（連結子会

社）、及びSPC6社（うち5社は連結子会社、1社は非連結子会社）を、同社子会社とする組織再編を行い

ました。

③　その他の事業

当中間連結会計期間より、エンターテインメント事業、ライセンス事業を立ち上げ、その他の事業に

区分しました。
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当社グループの事業系統図は以下の通りです。

投資情報提供事業

金融アドバイザリー事業・エンターテインメント事業・ライセンス事業
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３ 【関係会社の状況】

（1）合併、除外

㈱マネーアンドマネー（連結子会社）は、平成19年12月1日に㈱T&Cトランスリンク（連結子会社）

に吸収合併され消滅いたしました。なお、㈱T&Cトランスリンクは、商号を㈱T&Cフィナンシャルテクノ

ロジーズ（連結子会社）と変更いたしました。

　

（2）新規

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。

　

名称 住所 資本金
主要な事業
の内容

議決権の所有
(被所有)割合
(％)

関係内容

（連結子会社）

T&C FA Holding AGスイスチュー
リッヒ 525千CHF金融アドバイザリー事業 100.0

・管理・経営指導
・役員の兼任有

（持分法適用関連会社）

Marco Polo XTF,
 Inc.

アメリカ合衆国
ニューヨーク州 1,000千USD投資情報提供事業　 20.0・役員の兼任有

(注) １　「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 　

２　有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年５月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

投資情報提供事業 146

金融アドバイザリー事業 1

その他の事業 1

全社（共通） 10

合計 158

(注) 　従業員数は、就業人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年５月31日現在

従業員数(名) 10

(注) １ 　従業員数は、就業人員であります。

２　 従業員数が前期末に比べ当中間会計期間において４名減少しておりますが、平成19年12月１日付の組織再編

にともない、連結子会社㈱T&Cフィナンシャルテクノロジーズへ転籍したことによるものです。

　

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間連結会計期間におけるわが国の経済については、原油価格の高騰や素材価格の値上がりが企業

収益を圧迫し、輸出にもかげりが見え始めるなど、景気は総じて調整色の強い展開となりました。米国サ

ブプライムに端を発した信用収縮懸念も燻ぶる中、各国の株式市場が依然力強さに欠け、外国為替相場で

もドル安懸念が払拭できないなど、世界の金融・資本市場も不透明感が残る情勢となりました。

　このような環境下、当社グループの事業領域である金融業界においては、リスク管理の重要性が一段と

指摘されるとともに、運用面での国際分散投資の必要性が強く認識されるなど、健全かつ最適な資産運用

体制の構築が大きな課題として注目されました。

　当社グループでは、こうした流れを着実に捉え、より高質な情報を、よりスピーディーに使い易くご提供

できるよう、またお客様に最適な金融アドバイザリーサービスを提供できるよう事業構築を行って参り

ましたが、内外の株式市場が調整色を強めたことを受け、当社グループは業績拡大の鈍化を余儀なくされ

ました。

以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は626,333千円（前年同期比64,411千円の増加）、営業損失

は60,776千円（前年同期比60,757千円の増加）、経常損失は96,962千円（前年同期比67,575千円の増

加）、中間純損失は431,230千円（前年同期比377,039千円の増加）となりました。 

　

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりです。

注）事業の種類別セグメントについては、第５　経理の状況　１（1）中間連結財務諸表　注記事項（セグ

メント情報）　事業の種類別のセグメント情報　当中間連結会計期間の（注）２に記載の通り、「その他

の事業」として「エンターテインメント事業」と「ライセンス事業」を新規セグメントとして追加して

おります。

　

①　投資情報提供事業

投資情報提供事業では、国際分散投資に役立つクオリティの高い投資情報の提供とグループのシナ

ジー効果現出を目的とした組織再編を行いました。組織再編により、コンテンツ作成・個人向け投資情

報提供、ソリューション・法人向け投資情報提供、及び中国金融データベース提供に、一層の強化・拡

充を図って参りました。

当中間連結会計期間における投資情報提供事業の売上高は515,124千円（前年同期比34,356千円の増

加）、営業利益については、85,297千円（前年同期比21,290千円の減少）となりました。各サービスの

売上高は以下のとおりです。

　

A.　日本株情報提供

当中間連結会計期間における日本株情報提供においては、株式市場低迷を背景とした個人投資家

の投資意欲減退を反映し、個人向け情報提供の会員数が減少しました。一方、法人顧客向けについて

は対前年同期比で売上高が増加したことから、日本株情報提供全体としての売上高は微減に止まり

ました。その結果、売上高は163,381千円（前年同期比4,475千円の減少）となりました。このような

状況を改善するため個人向けサービスにおいては、サイトリニューアルを年初に行ない、会員数の増

加を図っております。また法人向けサービスについても、よりお客様のニーズに合致する商品の開発

を進めております。
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B.　中国株情報提供

中国株情報提供では、インフレ懸念の増大や欧米金融不安の影響を受け、上海・深センなど本土株

式市場も波乱含みの展開となったことから、増加傾向が続いていた個人向けサービスにおいても会

員数が減少に転じました。しかし、中国本土における金融機関への金融データベース・金融情報ター

ミナルの提供は、着実に売上を伸ばしました。その結果、売上高は199,698千円（前年同期比30,334千

円の増加）となりました。

　

C.　為替・国際金融情報提供

為替・国際金融情報提供については、サブプライム問題に端を発した急激な円高進行、および外国

証拠金取引業者への財務の健全性に対する監視強化から市場としては厳しい環境となりましたが、

リアルタイム為替ニュースや国際分散投資に資するレポートの販売を軸に、総じて売上は堅調に推

移いたしました。

　また当中間連結会計期間において当社グループは、国際分散投資やETFへの高まる情報ニーズに対

応するため、米国のMarco Polo XTF, Inc. と資本・業務提携を行い、今後の日本におけるETF事業の

拡大に向け対応を進めております。

その結果、売上高は152,044千円（前年同期比8,497千円の増加）となりました。

　

②　金融アドバイザリー事業

当中間連結会計期間における金融アドバイザリー事業の売上高は97,700千円（前年同期比16,547千

円の増加）、営業利益については、23,653千円（前年同期比5,367千円の増加）となりました。各業務の

売上高は以下のとおりです。

　

A.　アドバイザリー業務

当中間連結会計期間におけるアドバイザリー業務においては、管理報酬や私募債募集等に伴う販

売手数料が増加しました。以上の結果、当業務の売上高は84,692千円（前年同期比8,357千円の増

加）となりました。

　

B.　責任投資業務

責任投資業務においては私募債の売却益を計上しました。以上の結果、当業務の売上高は12,370千

円（前年同期比12,370千円の増加）となりました。

なお、コンサルティング業務の売上高は637千円（前年同期比4,181千円の減少）となりました。

　

③　その他の事業

当中間連結会計期間におけるその他の事業の売上高は13,508千円、営業利益については2,408千円と

なりました。各事業の売上高は以下のとおりです。

　

A.　エンターテインメント事業

米国の映画業界が平成20年も順調な推移が見込まれるなか、T&C Pictures, Inc. では、有力なメ

ディアと関係強化を進めることで事業拡大を進めておりますが、更なる発展を図るべくエンターテ

インメント事業の立上げを行いました。エンターテインメント事業においてはコンサルティング料

を計上した結果、当業務の売上高は1,111千円となりました。

　

B.　ライセンス事業

特許権収入を軸としたライセンス事業も本格始動致しました。当業務の売上高は12,396千円とな

りました。
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所在地別セグメントの業績は次のとおりです。

　

①　日本

投資情報提供事業では、国内外の株式市況の悪化を受け、個人向けサービスの売上が低迷しました。

一方、金融機関等にニュースやレポートを配信する法人向けサービスでは、外国為替証拠金取引市場の

拡大を映じて、為替情報において堅調な伸びを示しました。また、米国で売上計上していたコモディ

ティ情報を、組織再編により日本での売上として計上することと致しました。その他の事業では、今期

から立ち上げたライセンス事業において特許料収入を計上しました。その結果、当中間連結会計期間の

売上高は442,885千円（前年同期比30,272千円の増加）となりましたが、一般管理費の増加を主因に営

業損失は60,994千円（前年同期は営業利益54,378千円）となりました。

　

②　米国

米国では、エンターテインメントに関連する事業を行う T&C Pictures, Inc. の売上が大幅に拡大

致しました。一方、投資情報提供事業及び金融アドバイザリー事業における組織再編により、これまで

米国で計上していた売上の一部を日本並びに欧州で計上致しました。また、金融アドバイザリー事業で

は成功報酬が計上されませんでした。その結果、当中間連結会計期間の売上高は72,697千円（前年同期

比31,184千円の減少）となりましたが、厳格なコスト管理が奏功し営業利益は5,712千円（前年同期は

営業損失2,009千円）となりました。

　

③　中国

中国では、現地の金融機関などに対して金融データベース・金融情報ターミナルを提供しており、好

調に売上を伸ばしました。その結果、当中間連結会計期間の売上高は79,521千円（前年同期比35,678千

円の増加）となりましたが、先行投資によるコスト増もあり営業損失は11,507千円（前年同期比4,954

千円の増加）となりました。

　

④　欧州

欧州では、T&C FA Holding AG 、及びT&C Financial Advisor (Schweiz) AG が金融アドバイザリー

事業を展開しており、アドバイザリー業務、責任投資業務から売上が計上されました。その結果、当中間

連結会計期間の売上高は29,553千円、営業利益は10,102千円となりました。

　

⑤　ケイマン諸島

ケイマン諸島における当中間連結会計期間の売上高は1,675千円（前年同期比91千円の増加）、営業

損失は3,996千円（前年同期比2,672千円の増加）となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間につきましては営業活動により77,074千円増加し、投資活動により438,818千円減

少し、財務活動により211,491千円増加いたしました。この結果、現金及び現金同等物の中間期末残高は、

321,239千円となりました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであ

ります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の増加は77,074千円（前中間連結会計期間は259,968千円の減少）となりまし

た。主な要因は、税金等調整前中間純損失416,164千円、法人税等の支払額103,309千円、投資有価証券評

価損316,035千円、営業投資有価証券の減少142,706千円、前受金の増加35,934千円等によるものであり

ます。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の減少は438,818千円（前中間連結会計期間は179,190千円の減少）となりまし

た。主な要因は、投資有価証券の取得による支出284,179千円、関係会社株式取得による支出112,676千

円によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の増加は211,491千円（前中間連結会計期間は461,282千円の増加）となりまし

た。主な要因は、短期借入金の純減少額162,399千円、長期借入れによる収入200,000千円、投資有価証券

取得預り金による収入195,484千円、少数株主からの払込みによる収入65,607千円によるものでありま

す。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループは製品の生産を行っていないため、記載すべき事項はありません。

　

(2) 受注実績

当社グループは受注生産を行っていないため、記載すべき事項はありません。

　

(3) 販売実績

当中間連結会計期間（自　平成19年12月１日　至　平成20年５月31日）における販売実績を事業の種類

別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

投資情報提供事業 515,124 7.1

金融アドバイザリー事業 97,700 20.4

その他の事業 13,508 ─

合計 626,333 11.5

(注) １　その他の事業は、当中間連結会計期間より新規セグメントとして追加しておりますので、前年同期比は記載し

ておりません。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

㈱QUICK 61,312 10.9 69,485 11.1

T&C Capital, Ltd. 68,406 12.2 62,748 10.0

４　セグメント間の取引については相殺消去しております。

　

３ 【対処すべき課題】

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

　

４ 【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

５ 【研究開発活動】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社Ｔ＆Ｃホールディングス(E05652)

半期報告書

11/70



第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について

は、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

　なお、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,928

計 50,928

　

② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成20年５月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年８月22日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,862 12,862

大阪証券取引所
( ニ ッ ポ ン ・
ニュー・マーケッ
ト―「ヘラクレ
ス」)

権利内容に何ら限定のない、
当社における標準となる株式

計 12,862 12,862 ― ―

(注)　「提出日現在発行数」欄には、平成20年８月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

①　平成17年法律第87号による改正前の旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権

　

株主総会の特別決議日（平成16年９月8日）

中間会計期間末現在
(平成20年５月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年７月31日)

新株予約権の数(個) 372 372

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株)　(注)1 744 744

新株予約権の行使時の払込金額(円)　 (注)1,2 62,500 62,500

新株予約権の行使期間
平成18年12月1日～
平成21年11月30日

平成18年12月1日～
平成21年11月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円) (注)1

発行価格　62,500
資本組入額　62,500

発行価格　62,500
資本組入額　62,500

新株予約権の行使の条件

　新株予約権者は、本新株予約
権の行使時において、当社お
よび当社子会社または当社関
連会社の取締役または従業員
の何れかの地位を有している
ことを要する。ただし、定年退
職、及び取締役会が適切と認
めた場合は本項に定める地位
を喪失後も権利行使を可能と
する。
　新株予約権者が死亡した場
合は、相続人はこれを行使す
ることができる。
　その他の権利行使の条件に
ついては、本株主総会および
取締役会決議に基づき当社と
対象者との間で締結する「新
株予約権割当契約」に定める
ところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

　新株予約権について譲渡、担
保権設定、質入れ等その他の
処分をする事ができないもの
とする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

(注) １　平成17年８月18日付の１株を２株にする株式分割により、新株予約権の目的となる株式の数および行使時の払

込金額が調整されております。

２　本新株予約権にかかる株主総会の決議日後、当社が株式の分割・株式の併合を行う場合には、次の算式により

行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

　　　また、本新株予約権にかかる株主総会決議日後、当社がこの行使価額を下回る価額による新株の発行が行われ

る場合（ただし、新株予約権の行使による場合を除く）または自己株式の処分を行う場合は、次の算式（コン

バージョン・プライス方式）により調整される。調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

　　　また、行使価額の調整が行われた場合には、当社は調整後直ちに被付与者に対し、その旨ならびにその事由、調

整後の行使価額および適用の日を通知する。

調整後

行使価額
＝
既発行株式数×調整前行使価額＋新発行株式数×１株当たり払込金額

既発行株式数＋新発行株式数

　　　なお、上記計算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式を控除

した数とし、また自己株式の処分を行う場合には「新発行株式数」を「処分する自己株式数」、「1株当たり

払込金額」を「1株当たり処分金額」と読み替えるものとする。

　さらに、本新株予約権にかかる株主総会決議日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減

少を行う場合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、行使価額

は適切に調整されるものとする。
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②　平成17年法律第87号による改正前の旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権

　

株主総会の特別決議日（平成17年６月30日）

中間会計期間末現在
(平成20年５月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年７月31日)

新株予約権の数(個) 66 65

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 132 130

新株予約権の行使時の払込金額(円)　 (注) 140,000 140,000

新株予約権の行使期間
平成19年11月10日～
平成21年11月30日

平成19年11月10日～
平成21年11月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　140,000
資本組入額　140,000

発行価格　140,000
資本組入額　140,000

新株予約権の行使の条件

　新株予約権者は、本新株予約
権の行使時において、当社お
よび当社子会社または当社関
連会社の取締役または従業員
の何れかの地位を有している
ことを要する。ただし、定年退
職及び取締役会が適切と認め
た場合は本項に定める地位を
喪失後も権利行使を可能とす
る。
　新株予約権者が死亡した場
合は、相続人はこれを行使す
ることができる。
　その他の権利行使の条件に
ついては、株主総会および取
締役会決議に基づき当社と対
象者との間で締結する「新株
予約権割当契約」に定めると
ころによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

　新株予約権について、譲渡、
担保権設定、質入れ等その他
の処分をすることができない
ものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

(注)　本新株予約権にかかる株主総会の決議日後、当社が株式の分割・株式の併合を行う場合は次の算式により行使価

額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

　また、本新株予約権にかかる株主総会決議日後、当社がこの行使価額を下回る価額による新株の発行が行われる

場合（ただし、新株予約権の行使による場合を除く）または自己株式を処分するときは、次の算式（コンバー

ジョン・プライス方式）により調整される。調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

　また、行使価額の調整が行われた場合には、当社は、調整後直ちに被付与者に対し、その旨ならびにその事由、調

整後の行使価額および適用の日を通知する。

調整後

行使価額
＝
既発行株式数×調整前行使価額＋新発行株式数×１株当たり払込金額

既発行株式数＋新発行株式数

　なお、上記計算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式を控除し

た数とし、また自己株式の処分を行う場合には「新発行株式数」を「処分する自己株式数」、「１株当たり払込

金額」を「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。

　さらに、本新株予約権にかかる株主総会決議日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少

を行う場合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、行使価額は適

切に調整されるものとする。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成19年12月１日～
平成20年５月31日

4 12,862 250 590,025― 382,625

(注)　新株予約権の行使による増加であります。

　

(5) 【大株主の状況】

平成20年５月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

田中　茂樹 東京都港区 2,767 21.51

ロー・ブン・ファ
（常任代理人　株式会社三菱東京
ＵＦＪ銀行）

＃28-00　シンガポール
（東京都千代田区丸の内2-7-1）

1,929 15.00

テレコム・ベンチャー投資事業
組合

東京都千代田区丸の内1-8-2 594 4.62

バンク　ジュリウス　ベア　アンド
　カンパニー　リミテッド
（常任代理人　株式会社三菱東京
ＵＦＪ銀行）

BAHNHOFSTRASSE 36, P. O. BOX 8010,
 CH-8001, ZURICH, SWITZERLAND
（東京都千代田区丸の内2-7-1）

406 3.16

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜2-4-6 366 2.85

エスアイエス セガ インターセ
トル　エージー
（常任代理人　株式会社三菱東京
ＵＦＪ銀行）

BASLERSTRASSE 100，CH-4600 
OLTEN SWITZERLAND
（東京都千代田区丸の内2-7-1）

346 2.69

大榮産業株式会社 愛知県名古屋市中村区本陣通4-18 320 2.49

ジャフコⅤ１－Ｂ号投資事業有
限責任組合

東京都千代田区丸の内1-8-2 253 1.97

植田　建和 神奈川県横浜市青葉区 234 1.82

吉田　優 東京都東久留米市 228 1.77

吉田　恒 千葉県浦安市 228 1.77

計 ― 7,671 59.64

(注)　前事業年度末現在主要株主でなかったロー・ブン・ファは、当中間期末では主要株主となっております。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ─ ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等) ─ ─ ─

完全議決権株式(その他) 普通株式　12,862 12,862
権利の内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

単元未満株式 ─ ─ ─

発行済株式総数 12,862 ─ ─

総株主の議決権 ─ 12,862 ─

　

② 【自己株式等】

平成20年５月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

　

２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成19年12月 平成20年１月 ２月 ３月 ４月 ５月

最高(円) 145,000 133,000 174,000 175,000 194,000 205,000

最低(円) 103,000 105,000 125,000 125,000 126,000 162,000

(注)　株価は、大阪証券取引所(ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレス」)におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1)当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大

蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前中間連結会計期間（平成18年12月１日から平成19年５月31日まで）は改正前の中間連結財務諸

表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成19年12月１日から平成20年５月31日まで）は改正後の中間

連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間（平成18年12月１日から平成19年５月31日まで）は改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年12月１日から平成20年５月31日まで）は改正後の中間財務諸

表等規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、前中間連結会計期間(平成18年12月１日から平成19年５月31日まで)及び前中間会計期間(平成18

年12月１日から平成19年５月31日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中間連結会計期

間(平成19年12月１日から平成20年５月31日まで)及び当中間会計期間(平成19年12月１日から平成20年５

月31日まで)は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表並びに中間

財務諸表について、東陽監査法人により中間監査を受けております。
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１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

① 【中間連結貸借対照表】

　

前中間連結会計期間末

(平成19年５月31日)

当中間連結会計期間末

(平成20年５月31日)

前連結会計年度
要約連結貸借対照表
(平成19年11月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 262,263 321,239 481,746

　２　売掛金 130,418 180,873 140,735

　３　たな卸資産 4,460 15,033 14,646

　４　営業投資有価証券 141,649 61,120 54,448

　５　その他 172,607 70,730 107,213

　　　流動資産合計 711,39932.0 648,99720.7 798,79124.8

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※1 44,1602.0 57,8751.8 49,0381.5

　２　無形固定資産

　　(1) のれん 40,833 28,904 32,338

　　(2) 映画制作費 526,369 895,084 923,060

　　(3) 特許権 ─ 231,250 242,350

　　(4) その他 22,908590,11126.5 21,0151,176,25437.4 21,5221,219,27037.8

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 798,705 654,284 650,950

　　(2) 関係会社株式 ─ 365,481 274,572

　　(3) 関係会社長期
        貸付金

─ 155,981 144,283

　　(4) その他 78,740877,44639.5 82,6071,258,35540.1 84,4721,154,27935.9

　　　固定資産合計 1,511,71768.0 2,492,48579.3 2,422,58875.2

　　　資産合計 2,223,117100.0 3,141,482100.0 3,221,379100.0
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前中間連結会計期間末

(平成19年５月31日)

当中間連結会計期間末

(平成20年５月31日)

前連結会計年度

要約連結貸借対照表

(平成19年11月30日)

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 1,461 4,434 3,210

　２　短期借入金 ※2 100,000 458,564 775,000

　３　関係会社短期借入金 ─ 196,198 41,621

　４　１年以内返済予定の
　　　長期借入金

119,540 139,040 105,760

　５　1年以内償還予定の
　　　社債

65,400 69,200 65,400

　６　前受金 100,421 138,562 101,636

　７　返品調整引当金 5,350 4,308 4,297

　８　その他 196,335 200,840 230,787

　　　流動負債合計 588,50926.5 1,211,14938.6 1,327,71441.2

Ⅱ　固定負債

　１　社債 69,200 ─ 36,500

　２　長期借入金 333,915 394,000 282,000

　３　長期預り金 ─ 190,806 ─

　４　その他 32,777 357 694

　　　固定負債合計 435,89219.6 585,16418.6 319,1949.9

　　　負債合計 1,024,40146.1 1,796,31357.2 1,646,90851.1

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

  １　資本金 589,775 590,025 589,775

　２　資本剰余金 382,625 382,625 382,625

　３　利益剰余金 7,385 △243,186 188,044

　　　株主資本合計 979,78544.1 729,46323.2 1,160,44436.0

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

45,159 △19,526 △64,355

　２　為替換算調整勘定 9,955 △43,131 △45,518

　　　評価・換算差額等
　　　合計

55,1142.5 △62,658△2.0 △109,873△3.4

Ⅲ　少数株主持分 163,8157.3 678,36321.6 523,90016.3

　　　純資産合計 1,198,71553.9 1,345,16842.8 1,574,47048.9

　　　負債純資産合計 2,223,117100.0 3,141,482100.0 3,221,379100.0
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② 【中間連結損益計算書】

　

前中間連結会計期間

(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 561,921100.0 626,333100.0 1,448,813100.0

Ⅱ　売上原価 240,27042.8 292,03946.6 501,86834.6

　　　売上総利益 321,65057.2 334,29353.4 946,94565.4

　　　返品調整引当金
　　　戻入額

3,9020.7 4,2970.7 3,9020.2

　　　返品調整引当金
　　　繰入額

5,3500.9 4,3080.7 4,2970.3

　　　差引売上総利益 320,20257.0 334,28253.4 946,54965.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1 320,22157.0 395,05963.1 679,56646.9

　　　営業利益
　　　又は営業損失(△)

△18△0.0 △60,776△9.7 266,98318.4

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 668 737 1,657

　２　受取配当金 ― ― 1,496

　３　受取賃貸管理料 1,863 ― 1,863

　４　為替差益 2,084 ― ―

　５  為替取引利益 ― ― 20,432

　６　雑収入 612 5,2280.9 488 1,2260.2 3,476 28,9262.0

Ⅴ　営業外費用

　１  支払利息 10,359 17,940 24,127

　２　持分法による
　　　投資損失

─ 14,622 ―

　３　株式交付費 2,921 30 2,953

　４  上場関連費用 18,964 ─ 22,423

　５  為替差損 ─ 2,848 8,877

　６  雑損失 2,351 34,5976.1 1,970 37,4126.0 8,345 66,7274.6

　　　経常利益
　　　又は経常損失(△)

△29,387△5.2 △96,962△15.5 229,18215.8

Ⅵ　特別利益

　１　投資有価証券売却益 ― ― ― ― ― ― 49,94649,9463.4

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産除却損 ※2 306 3,166 306

　２　投資有価証券評価損 ─ 316,035 ─

　３　役員退職慰労金 1,735 2,0420.4 ― 319,20151.0 1,735 2,0420.1

　　　税金等調整前当期
      純利益又は
　　　税金等調整前中間
　　　純損失(△)

△31,430△5.6 △416,164△66.5 277,08519.1

　　　法人税、住民税及び
　　　事業税

34,201 23,314 141,732

　　　法人税等調整額 △6,433 27,7674.9 △3,172 20,1423.2 19,270161,00311.1

　　　少数株主損失 5,0070.9 5,0760.8 10,3850.7

　　 当期純利益又は
     中間純損失(△)

△54,190△9.6 △431,230△68.9 126,4688.7
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③ 【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間(自　平成18年12月１日　至　平成19年５月31日)

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年11月30日残高(千円) 374,150 174,500 61,576 610,226

中間連結会計期間中の変動額

　新株の発行 215,625 208,125 ― 423,750

　中間純損失 ― ― △54,190 △54,190

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ―

中間連結会計期間中の変動額合計(千円) 215,625 208,125 △54,190 369,559

平成19年５月31日残高(千円) 589,775 382,625 7,385 979,785

　

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

為替換算調整勘定
評価・換算
差額等合計

平成18年11月30日残高(千円) △10,319 634 △9,684 163,197 763,738

中間連結会計期間中の変動額

　新株の発行 ― ― ― ― 423,750

　中間純損失 ― ― ― ― △54,190

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

55,478 9,320 64,798 618 65,417

中間連結会計期間中の変動額合計
(千円)

55,478 9,320 64,798 618 434,976

平成19年５月31日残高(千円) 45,159 9,955 55,114 163,815 1,198,715

　

当中間連結会計期間(自　平成19年12月１日　至　平成20年５月31日)

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成19年11月30日残高(千円) 589,775 382,625 188,044 1,160,444

中間連結会計期間中の変動額

　新株の発行 250 250

　中間純損失 △431,230 △431,230

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

─

中間連結会計期間中の変動額合計(千円) 250 ─ △431,230 △430,980

平成20年５月31日残高(千円) 590,025 382,625 △243,186 729,463

　

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

為替換算調整勘定
評価・換算
差額等合計

平成19年11月30日残高(千円) △64,355 △45,518 △109,873 523,900 1,574,470

中間連結会計期間中の変動額

　新株の発行 250

　中間純損失 △431,230

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

44,829 2,386 47,215 154,463 201,678

中間連結会計期間中の変動額合計
(千円)

44,829 2,386 47,215 154,463 △229,301

平成20年５月31日残高(千円) △19,526 △43,131 △62,658 678,363 1,345,168
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前連結会計年度(自　平成18年12月１日　至　平成19年11月30日)

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年11月30日残高(千円) 374,150 174,500 61,576 610,226

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 215,625 208,125 423,750

　当期純利益 126,468 126,468

　株主資本以外の項目の連結会計年度中
　の変動額(純額)

―

連結会計年度中の変動額合計(千円) 215,625 208,125 126,468 550,218

平成19年11月30日残高(千円) 589,775 382,625 188,044 1,160,444

　

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年11月30日残高(千円) △10,319 634 △9,684 163,197 763,738

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 423,750

　当期純利益 126,468

　株主資本以外の項目の連結会計
　年度中の変動額(純額)

△54,036 △46,152 △100,189 360,703 260,513

連結会計年度中の変動額合計(千円) △54,036 △46,152 △100,189 360,703 810,731

平成19年11月30日残高(千円) △64,355 △45,518 △109,873 523,900 1,574,470
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

　

前中間連結会計期間

(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動による
　　キャッシュ・フロー
　　　税金等調整前当期純利益
　　　又は税金等調整前中間純損失(△)

△31,430 △416,164 277,085

　　　減価償却費 9,192 11,763 18,943

　　　のれん償却額 9,515 10,308 19,456

　　　特許権償却 ─ 11,100 1,850

　　　固定資産除却損 306 3,166 306

　　　投資有価証券評価損 ─ 316,035 ─

　　　上場関連費用 18,964 ─ 22,423

　　　返品調整引当金の増加額 1,447 11 395

　　　受取利息及び受取配当金 △668 △737 △3,153

　　　支払利息 10,359 17,940 24,127

　　　為替差損益（△は為替差益） △162 3,250 4,118

　　　為替取引利益 ─ ─ △20,432

　　　持分法による投資損失 ― 14,622 ―

　　　売上債権の増加額 △3,469 △43,573 △25,538

　　　たな卸資産の増減額(△は増加) 3,194 △321 △7,171

　　　営業投資有価証券の減少額 ─ 142,706 87,895

　　　仕入債務の増減額(△は減少) △1,414 △1,371 380

　　　前受金の増加額 17,065 35,934 21,066

　　　未払金の増減額(△は減少) △139,671 22,942 △170,695

　　  未払消費税等の減少額 △4,263 △354 △3,802

　　　その他 △90,553 68,965 △91,680

　　　　小計 △201,587 196,222 155,574

　　　利息及び配当金の受取額 668 737 3,153

　　　利息の支払額 △10,640 △16,577 △24,178

　　　法人税等の支払額 △48,409 △103,309 △81,971

　　　営業活動による
　　　キャッシュ・フロー

△259,968 77,074 52,577

Ⅱ　投資活動による
　　キャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △6,112 △19,388 △19,770

　　　無形固定資産の取得による支出 △2,334 △4,223 △254,523

　　　デリバティブ取引による収入 ─ ─ 20,432

　　　映画制作費の支出 △1,851 △8,651 △489,599

　　　関係会社貸付による支出 ─ △17,998 △155,957

　　　貸付金の回収による収入 3,182 7,454 12,039

　　　投資有価証券の取得による支出 △166,328 △284,179 △213,328

　　　投資有価証券の売却による収入 ─ ─ 104,346

　　　敷金保証金の回収による収入 156 869 314

　　　敷金保証金の差入による支出 △5,877 ─ △8,830

　　　関係会社株式取得による支出 ─ △112,676 △274,572

　　　保険金の積立による支出 △24 △24 △49

　　　投資活動による
　　　キャッシュ・フロー

△179,190 △438,818 △1,279,501
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前中間連結会計期間

(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ　財務活動による
　　キャッシュ・フロー

　　　短期借入金の純増減額(△は減少) △20,000 △162,399 696,621

　　　長期借入れによる収入 180,000 200,000 180,000

　　　長期借入金の返済による支出 △67,882 △54,720 △133,577

　　  投資有価証券取得預り金による
      収入

─ 195,484 ―

　　　社債の償還による支出 △32,700 △32,700 △65,400

　　　株式の発行による収入 420,828 220 420,796

　　　少数株主からの払込みによる収入 ― 65,607 414,392

　　　支払手数料の支払額 ― ― △6,000

　　　上場関連費用の支出 △18,964 ― △22,423

　　　財務活動による
　　　キャッシュ・フロー

461,282 211,491 1,484,410

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 4,379 △10,254 △11,502

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額
　　(△は減少)

26,501 △160,506 245,984

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 235,761 481,746 235,761

Ⅶ　現金及び現金同等物の
　　中間期末(期末)残高

※1 262,263 321,239 481,746
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　
前中間連結会計期間
(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

１　連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社の数　 9社

　連結子会社の名称

　　㈱トレーダーズ・アンド・カンパ

ニー

　　㈱T&Cトランスリンク

　　T&C NY, Inc.

　　㈱マネーアンドマネー

　　Financial China Information &

　　Technology Co., Ltd.

　　T&C Cosmic, Inc.

　　T&C Guaranty, Ltd.

　　T&C Ventures, Ltd.

　　T&C Pictures, Inc.

　　T&C Pictures, Inc. は当社全額

出資の子会社として設立したこ

とにより、当中間連結会計期間

より連結子会社に含めることに

いたしました。

１　連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社の数　 14社

　主要な連結子会社の名称

　　㈱T&Cフィナンシャルリサーチ

　　㈱T&Cフィナンシャルテクノロ

ジーズ

　　Financial China Information &

　　Technology Co., Ltd.

　　T&C Financial Research

USA,Inc.

　　T&C FA Holding  AG

T&C Financial Advisor 

(USA), Inc.

T&C Financial Advisor 

(Schweiz) AG

　　T&C Pictures, Inc.

　　その他　６社

　

 ㈱T&Cトランスリンクと㈱マ

ネーアンドマネーが平成19年12

月１日で合併し、㈱マネーアン

ドマネーは解散し、㈱T&Cトラン

スリンクは㈱T&Cフィナンシャ

ルテクノロジーズに社名変更い

たしました。

㈱T&Cフィナンシャルリサーチ

は㈱トレーダーズ・アンド・カ

ンパニーより、社名変更してお

ります。

T&C Financial Research USA, 

Inc.  はT&C Cosmic, Inc. よ

り社名変更しております。

T&C Financial Advisor (USA),

 

Inc. はT&C NY, Inc. より社名

変更しております。

　T&C FA Holding AG は、当社

100％子会社として設立したこ

とにより当中間連結会計期間よ

り連結の範囲に含めることにい

たしました。

１　連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社の数　14社

　主要な連結子会社の名称

㈱トレーダーズ・アンド・カン

パニー

㈱T&Cトランスリンク

T&C NY, Inc.

㈱マネーアンドマネー

Financial China Information &

Technology Co., Ltd.

T&C Cosmic, Inc.

T&C Ventures, Ltd.

T&C Pictures, Inc.

T&C Financial Advisor 

(Schweiz) AG

T&C Media Content, Ltd.

T&C Media Content Ⅱ, Ltd.

T&C Music, Ltd.

T&C　Pictures,　Inc. 、

T&C　Financial Advisor 

　　　　　　　(Schweiz) AG 、

T&C Media Content, Ltd. 、

T&C Media Content Ⅱ, Ltd. 、

T&C Music, Ltd.は当社全額出

資の子会社として設立したこと

により、当連結会計年度より連

結子会社に含めることにいたし

ました。

T&C Media Content Ⅱ, Ltd.

を連結するにあたっては、その

子会社であるAnimals LLCを連

結の範囲に含めて、Happy Cat 

LLC及びAmerican Mall LLCを持

分損益に含めて計算していま

す。

 (2) 非連結子会社名

　　T&C Capital, Ltd.

 (2) 非連結子会社名

　　 同左

 (2) 非連結子会社名

　　 同左
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前中間連結会計期間
(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

　　連結の範囲から除いた理由
　　　T&C Capital,Ltd.は当社の出資

でケイマン諸島に設立された
法人であります。同社は投資
家の出資を募った集団投資ス
キームのために設立された会
社であり、いわば導管体とし
ての機能を有する会社であり
ます。同社の資産は基本的に
はすべて各投資家に帰属する
ものであり、また運用によっ
て増減した各投資家に帰属す
べき損益は当該金額の資産を
増減させ、その対応する投資
家からの出資相当額の負債を
同額だけ増減させる処理を
行っております。このため、同
社の損益計算書には投資家に
帰属する損益は反映されてお
りません。

　　　このような会計処理を行ってい
るために、当社の中間連結財
務諸表においてT&C 
Capital,Ltd. を連結子会社
として取り込むと本来当社に
帰属すべきでない資産負債ま
で計上されてしまうことにな
ります。これにより投資家等
利害関係者の判断を誤らせる
おそれがあります。

　　　したがって、当社の中間連結財務
諸表上T&C Capital,Ltd.は非
連結持分法適用会社として取
扱うことといたしました。

 

　　連結の範囲から除いた理由

　　　同左

 

 

 

　　連結の範囲から除いた理由
　　　T&C Capital,Ltd.は当社の出資

でケイマン諸島に設立された
法人であります。同社は投資
家の出資を募った集団投資ス
キームのために設立された会
社であり、いわば導管体とし
ての機能を有する会社であり
ます。同社の資産は基本的に
はすべて各投資家に帰属する
ものであり、また運用によっ
て増減した各投資家に帰属す
べき損益は当該金額の資産を
増減させ、その対応する投資
家からの出資相当額の負債を
同額だけ増減させる処理を
行っております。このため、同
社の損益計算書には投資家に
帰属する損益は反映されてお
りません。

　　　このような会計処理を行ってい
るために、当社の連結財務諸
表においてT&C 
Capital,Ltd. を連結子会社
として取り込むと本来当社に
帰属すべきでない資産負債ま
で計上されてしまうことにな
ります。これにより投資家等
利害関係者の判断を誤らせる
おそれがあります。

　　　したがって、当社の連結財務諸表
上T&C Capital,Ltd.は非連結
持分法適用会社として取扱う
ことといたしました。

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法を適用した非連結子会

社数　　 １社

　 　会社等の名称

　　　T&C Capital, Ltd.
 

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法を適用した非連結子会

社数　　 １社

　 　会社等の名称

　　 　同左

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法を適用した非連結子会

社数　　１社

　 　会社等の名称

　　 　同左

 (2) 持分法を適用した関連会社数

 　　該当はありません。

　　

 (2) 持分法を適用した関連会社数

　４社

　主要な会社等の名称
NextVIEW Pte Ltd
Marco Polo XTF, Inc.
Marco Polo XTF, Inc.は平成
20年５月８日の第三者割当増
資払込に伴い、みなし取得日を
平成20年５月末としておりま
す。
持分法適用会社のうち、中間決
算日が異なる会社については、
当該会社の中間会計期間に係
る財務諸表を使用しておりま
す。

 (2) 持分法を適用した関連会社数

　３社

　主要な会社等の名称
NextVIEW Pte Ltd
NextVIEW Pte Ltdは平成19年
11月２日の株式取得に伴い、み
なし取得日を平成19年11月末
としております。
持分法適用会社のうち、決算日
が異なる会社については、当該
会社の事業年度に係る財務諸
表を使用しております。

 (3) 持分法を適用しない非連結子
会社数

　　 該当はありません。
 

 (3) 持分法を適用しない非連結子
会社数

　　 同左
 

 (3) 持分法を適用しない非連結子
会社数

　　　同左

 (4) 持分法を適用しない関連会社
数

　　 該当はありません。

 (4) 持分法を適用しない関連会社
数

　　 同左

 (4) 持分法を適用しない関連会社
数

　 　同左
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　 前中間連結会計期間
(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

３　連結子会社の中間決算日に関す

る事項

　 　 連 結 子 会 社 の う ち

Financial China Information

 & Technology Co., Ltd.の中

間決算日は6月末であります。中

間連結財務諸表の作成にあたっ

ては、中間連結決算日現在で実

施した仮決算に基づく中間財務

諸表を使用しております。

　　その他の連結子会社の中間決算日

は中間連結決算日と一致してお

ります。

３　連結子会社の中間決算日に関す

る事項

　　同左

 

 

３　連結子会社の事業年度等に関す

る事項

　 　 連 結 子 会 社 の う ち

Financial China Information 

& Technology Co., Ltd.の決算

日は12月末であります。連結財

務諸表の作成にあたっては、連

結決算日現在で実施した仮決算

に基づく財務諸表を使用してお

ります。

　　その他の連結子会社の決算日は連

結決算日と一致しております。

４　会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

　① 有価証券（営業投資有価証券を

含む。）

　　 その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　 中間連結決算日の市場価格等に

基づく時価法

　　　 (評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移

動平均法により算定してお

ります。)

 

４　会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

　① 有価証券（営業投資有価証券を

含む。）

　　 その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　 同左

 

　　　 

 

４　会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

　① 有価証券(営業投資有価証券を

含む。)

　　 その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　決算日の市場価格等に基づく時

価法

（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定し

ております。）

　　　時価のないもの

 　　　移動平均法による原価法

　　　　なお、投資事業組合及びそれに

類する組合への出資（証券

取引法第2条第2項により有

価証券とみなされるもの）

については、組合契約に規定

される決算報告日に応じて、

入手可能な最近の決算書を

基礎とし、持分相当額を純額

で取込む方法によっており

ます。

　　　時価のないもの

 　　　移動平均法による原価法

　　　　なお、投資事業組合及びそれに

類する組合への出資（金融

商品取引法第2条第2項によ

り有価証券とみなされるも

の）については、組合契約に

規定される決算報告日に応

じて、入手可能な最近の決算

書を基礎とし、持分相当額を

純額で取込む方法によって

おります。

 　　　

　　　時価のないもの

　  　同左

 

 

　 ② たな卸資産

　 　製品・仕掛品

　　　先入先出法による原価法

　　　(但し、ソフトウェア仕掛品は個

別法による原価法）

 

　 ② たな卸資産

　 　製品・仕掛品

　　　同左

 

　② たな卸資産

　　 製品・仕掛品

　　 同左

　 ③ デリバティブ取引

────

　 ③ デリバティブ取引

　　　時価法

　③ デリバティブ取引

　　　同左
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前中間連結会計期間
(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

　① 有形固定資産

　　 定率法、但し海外連結子会社は定

額法

　　 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

　　 建物      　　　　　3～15年

　　 工具器具及び備品　　4～10年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

　① 有形固定資産

　　 定率法、但し海外連結子会社は定

額法

　　 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

　　 建物      　　　　　3～15年

　　 工具器具及び備品　　4～10年

   (追加情報)

当中間連結会計期間から、法人

税法の改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した固定資

産については、残存簿価を償却

可能限度額まで償却が終了し

た翌年から５年間で均等償却

する方法によっております。

なお、この変更に伴う営業損

失、経常損失、税金等調整前中

間純損失に与える影響は軽微

であります。

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

　① 有形固定資産

　　 定率法、但し海外連結子会社は定

額法

　　 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

　　 建物      　　　　　3～15年

　　 工具器具及び備品　　4～10年

 

　② 無形固定資産

　　 定額法

　　 なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可

能期間（5年）に基づく定額法

を採用しております。

　　 また、米国連結子会社が保有する

のれんは、5年間の均等償却を

しております。

　　 

　② 無形固定資産

　　　定額法

　　 なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可

能期間（5年）に基づく定額法

を採用しております。

　　 特許権については、11年間の定額

法を採用しております。

　　 また、米国連結子会社が保有する

のれんは、5年間の均等償却を

しております。

　② 無形固定資産

　　 定額法

　　 同左

 

 (3) 重要な繰延資産の処理方法

　   株式交付費

　　 支出時全額費用処理しておりま

す。

 (3) 重要な繰延資産の処理方法

　   株式交付費

　　 同左

 (3) 重要な繰延資産の処理方法

　   株式交付費

　　 同左

 (4) 重要な引当金の計上基準

　① 貸倒引当金

　 　債権の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の

債権については、個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

　　 なお、当中間連結会計期間におい

ても過去の貸倒実績がなく、ま

た回収に懸念のある債権もな

いため、貸倒引当金は計上して

おりません。

 (4) 重要な引当金の計上基準

　① 貸倒引当金

　 　債権の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の

債権については、個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

　 　

 (4) 重要な引当金の計上基準

　① 貸倒引当金

　 　同左

　② 返品調整引当金

　　 返品調整引当金は製品（書籍

等）の返品による損失に備え

るため、書籍等の出版事業に係

る売掛金残高に一定期間の返

品率及び売買利益率を乗じた

額を計上しております。

　② 返品調整引当金

　　 同左

　　 

　② 返品調整引当金

　　 同左
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　 前中間連結会計期間
(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

 (5) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準

　　 外貨建金銭債権債務は、中間連結

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。な

お、在外子会社等の資産及び負

債は中間連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、収

益及び費用は四半期ごとに四

半期連結会計期間の期中平均

為替相場により円貨に換算し、

換算差額は純資産の部におけ

る為替換算調整勘定及び少数

株主持分に含めて計上してお

ります。

 (5) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準

　　 同左

　　 

 (5) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準

　　 外貨建金銭債権債務は、連結決算

日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。なお、在

外子会社等の資産及び負債は

連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、収益及び費

用は四半期ごとに四半期連結

会計期間の期中平均為替相場

により円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における為替換

算調整勘定及び少数株主持分

に含めて計上しております。

 (6) 重要なヘッジ会計の方法

　① ヘッジ会計の方法

　　 金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしております

ので、特例処理を採用いたして

おります。

 (6) 重要なヘッジ会計の方法

　① ヘッジ会計の方法

　　 同左

 (6) 重要なヘッジ会計の方法

　① ヘッジ会計の方法

　　同左

　② ヘッジ手段とヘッジ対象

　　 (ヘッジ手段）

　　　 金利スワップ取引

　　 (ヘッジ対象）

　　　 借入金の利息

　② ヘッジ手段とヘッジ対象

　　 (ヘッジ手段）

　　　同左 

　　 (ヘッジ対象）

　　　同左

　② ヘッジ手段とヘッジ対象

　 　(ヘッジ手段)

　 　同左

　 　(ヘッジ対象)

　 　同左

　③ ヘッジ方針

　　 当社グループは、借入金の金利変

動リスクを回避する目的で金

利スワップ取引を行っており、

ヘッジ対象の識別は個別契約

毎に行っております。

　③ ヘッジ方針

　　　同左

　③ ヘッジ方針

　　 同左

　④ ヘッジ有効性評価の方法

　　 リスク管理要領に従って、以下の

条件を満たす金利スワップを

締結しております。

　④ ヘッジ有効性評価の方法

　　  同左

　④ ヘッジ有効性評価の方法

　　 リスク管理要領に従って、以下の

条件を満たす金利スワップを

締結しております。

　 　

　　 A. 金利スワップの想定元本と長

期借入金の元本金額が一致

している。

　　 A. 金利スワップの想定元本と長

期借入金の元本金額が一致

している。

　 　

　　 B. 金利スワップと長期借入金の

契約期間及び満期が一致し

ている。

　　 B. 金利スワップと長期借入金の

契約期間及び満期が一致し

ている。

　 

　　 C. 長期借入金の変動金利のイン

デックスと金利スワップで

受払いされる変動金利のイ

ンデックスが、LIBOR+αで

一致している。

　　 C. 長期借入金の変動金利のイン

デックスと金利スワップで

受払いされる変動金利のイ

ンデックスが、LIBOR+αで

一致している。

 

　　 D. 長期借入金と金利スワップの

金利改定条件が一致してい

る。

　　 D. 長期借入金と金利スワップの

金利改定条件が一致してい

る。

 

　

EDINET提出書類

株式会社Ｔ＆Ｃホールディングス(E05652)

半期報告書

30/70



　 前中間連結会計期間
(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

　　 E. 金利スワップの受払い条件が
スワップ期間を通して一定
である。

　　　　従って、金利スワップの特例処
理の要件を満たしているの
で中間決算日における有効
性の評価を省略しておりま
す。

　　 E. 金利スワップの受払い条件が
スワップ期間を通して一定
である。

　　　　従って、金利スワップの特例処
理の要件を満たしているの
で連結決算日における有効
性の評価を省略しておりま
す。

 
 (7) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項
　① 消費税等の会計処理
　　 消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっておりま
す。

 (7) その他中間連結財務諸表作成
のための重要な事項

　① 消費税等の会計処理
　 　同左

 (7) その他連結財務諸表作成のた
めの重要な事項

　① 消費税等の会計処理
　 　同左

　② 営業投資有価証券の会計処理
　　 当社グループは、投資対象、投資

スキーム、投資タイミングなど
を投資家に情報として提供す
るアドバイザリー業務を行っ
ております。

　　 そして、上記情報を判断材料とし
て、自己の責任で投資を希望す
る投資家に対しては、非連結子
会社（SPC）が社債（私募債）
を発行して、投資家の資金を受
け入れておりますが、このSPC
が発行する私募債について投
資家からの信用を得るため、当
社グループの自己資金を利用
して自らSPCが発行する私募債
を購入し、「信用補完」を行う
ことがあります（責任投資業
務）。

　　 この責任投資業務を目的として
行う私募債への投資について
は、責任投資業務目的以外で保
有する有価証券とは区分して、
「営業投資有価証券」として
「流動資産の部」に表示して
おります。

　　 また、営業投資有価証券の償還ま
たは売却から生じる損益は、営
業損益の区分に表示すること
としております。

　② 営業投資有価証券の会計処理
　 　同左　　 
 

 　

 

　② 営業投資有価証券の会計処理
 　　同左

５　連結子会社の資産及び負債の評
価に関する事項

　　連結子会社の資産及び負債の評価
方法は、全面時価評価法によっ
ております。

５　連結子会社の資産及び負債の評
価に関する事項

 　　同左

５　連結子会社の資産及び負債の評
価に関する事項

　 　同左

６　のれんの償却に関する事項
　　のれんは、5年間で均等償却してお
ります。

６　のれんの償却に関する事項
 　　同左

６　のれんの償却に関する事項
 　　同左

７　中間連結キャッシュ・フロー計
算書における資金の範囲

　　手許現金、随時引き出し可能な預
金及び容易に換金可能であり、
かつ、価値の変動について僅少
なリスクしか負わない取得日か
ら3ヶ月以内に償還期限の到来
する短期投資からなっておりま
す。

７　中間連結キャッシュ・フロー計
算書における資金の範囲

 　　同左

７　連結キャッシュ・フロー計算書
における資金の範囲

 　　同左
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（会計処理の変更）

前中間連結会計期間
(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

(減価償却方法の変更）

 当中間連結会計期間から、法人税法

の改正に伴い、平成19年４月１日以

降に取得の固定資産については、改

正法人税法に規定する償却方法に

より、減価償却費を計上しておりま

す。

　なお、この変更に伴う営業損失、経

常損失、税金等調整前中間純損失に

与える影響は軽微であります。

 

　──────

 

 

(減価償却方法の変更)

 当連結会計年度から、法人税法の改

正に伴い、平成19年４月１日以降に

取得の固定資産については、改正法

人税法に規定する償却方法により、

減価償却費を計上しております。

 　なお、この変更に伴う営業利益、経

常利益、税金等調整前当期純利益に

与える影響は軽微であります。

　

（表示方法の変更）

前中間連結会計期間
(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

(中間連結キャッシュ・フロー計算書)

　前中間連結会計期間まで「未払金の減少額」は営業活

動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表

示しておりましたが重要性が増したため、当中間連結

会計期間から区分掲記しております。なお、前中間連結

会計期間における営業活動によるキャッシュ・フロー

の「その他」に含まれている「未払金の減少額」は

3,487千円であります。

　───────

 

　

EDINET提出書類

株式会社Ｔ＆Ｃホールディングス(E05652)

半期報告書

32/70



注記事項

(中間連結貸借対照表関係)
　

前中間連結会計期間末
(平成19年５月31日)

当中間連結会計期間末
(平成20年５月31日)

前連結会計年度末
(平成19年11月30日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

43,562千円

 

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

58,333千円

 

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

50,214千円

 

※２　　────── ※２　財務制限条項

短期借入金のうち、シンジ

ケートローン契約（残高

300,000千円）には財務制限

条項がついており、下記の条

項に抵触した場合は、契約上

のすべての債務について期限

の利益を失い、借入金元本及

び利息を支払うことになって

おります。

 

※２　財務制限条項

同左

① 各年度の決算期の末日におけ

る連結の貸借対照表における

純資産の部の金額を、平成18

年11月に終了する決算期の末

日における連結の貸借対照表

における純資産の金額の75％

の金額以上にそれぞれ維持す

ることを確約する。

 

② 各年度の決算期に係る連結の

損益計算書上の経常損益に関

して、それぞれ経常損失を計

上しないことを確約する。

 

　

(中間連結損益計算書関係)
前中間連結会計期間
(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

販売手数料 30,049千円

役員報酬 73,458千円

給料手当 63,754千円

 

※１　販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

販売手数料 32,705千円

役員報酬 78,679千円

給料手当 60,028千円

 
 

※１　販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次の通り

です。

販売手数料 61,665千円

役員報酬 131,412千円

給料手当 128,196千円

減価償却費 8,176千円
 

※２　固定資産除却損の内容は、次の

とおりであります。

　　　固定資産除却損の内訳

建物 118千円

工具器具
及び備品

188千円

　　計 306千円

※２　固定資産除却損の内容は、次の

とおりであります。

　　　固定資産除却損の内訳

建物 1,365千円

ソフトウェア 1,800千円

　　計 3,166千円

※２　固定資産除却損の内容は、次の

とおりであります。

　　　固定資産除却損の内訳

建物 118千円

工具器具
及び備品

188千円

　　計 306千円
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

前中間連結会計期間(自　平成18年12月１日　至　平成19年５月31日)

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末
株式数(株)

当中間連結会計期間
増加株式数(株)

当中間連結会計期間
減少株式数(株)

当中間連結会計期間末
株式数(株)

発行済株式

　　普通株式(注） 11,226 1,632 ― 12,858

合計 11,226 1,632 ― 12,858

自己株式

　　普通株式 ― ― ― ―

合計 ― ― ― ―

(注)　普通株式の発行済株式総数の増加1,632株は、株式上場にともなう公募による増加1,500株、新株引受権の権利行使

による新株の発行による増加20株及び新株予約権の権利行使による新株の発行による増加112株によるもので

す。

　

２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）

前連結
会計年度末

当中間連結
会計期間増加

当中間連結
会計期間減少

当中間連結
会計期間末

提出会社
(親会社)

第１回新株引受権
(注１)

普通株式 20 ― 20 ―

第３回新株予約権
(注２)

普通株式 950 ― 114 836

第４回新株予約権
(注３、４)

普通株式 156 ― 10 146

(注１)　第１回新株引受権の当中間連結会計期間の減少は新株引受権の行使によるものです。

(注２)　第３回新株予約権の当中間連結会計期間の減少は新株予約権の行使112株及び消却2株によるものです。

(注３)　第４回新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

(注４)　第４回新株予約権の当中間連結会計期間の減少は新株予約権の消却10株によるものです。

　

３　配当に関する事項

該当事項はありません。

　

当中間連結会計期間(自　平成19年12月１日　至　平成20年５月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少
当中間連結
会計期間末

普通株式(株) 12,858 4 ― 12,862

　
(変動事由の概要）

　新株予約権の権利行使による新株の発行による増加　　4株

　

２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

該当事項はありません。
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前連結会計年度(自　平成18年12月１日　至　平成19年11月30日）

１　発行済株式に関する事項

　

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 11,226 1,632 ― 12,858

　
(変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　株式上場にともなう公募による増加　　　　　　　　1,500株

　新株引受権の権利行使による新株の発行による増加　　 20株

　新株予約権の権利行使による新株の発行による増加　　112株

　

２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

該当事項はありません。

　

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前中間連結会計期間
(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

※１　現金及び現金同等物の当中間

連結会計期間末残高と中間連結

貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

現金及び預金 262,263千円

現金及び
現金同等物

262,263千円

 

※１　現金及び現金同等物の当中間

連結会計期間末残高と中間連結

貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

現金及び預金 321,239千円

現金及び
現金同等物

321,239千円

 

※１　現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

 

現金及び預金 481,746千円

現金及び
現金同等物

481,746千円

 

　

(リース取引関係)

　
前中間連結会計期間
(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

オペレーティング・リース取引

　未経過リース料

１年以内 7,976千円

１年超 21,270千円

合計 29,247千円
 

オペレーティング・リース取引

　未経過リース料

１年以内 16,830千円

１年超 36,366千円

合計 53,196千円
 

オペレーティング・リース取引

　未経過リース料

１年以内 11,172千円

１年超 19,925千円

合計 31,098千円
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(有価証券関係)

１　時価のある有価証券

前中間連結会計期間末(平成19年５月31日)

　

区分
取得原価
(千円)

中間連結貸借対照表
計上額(千円)

差額
(千円)

その他有価証券

①　株式 456,006 521,115 65,108

②　債券

　　　その他 20,000 19,347 △652

合計 476,006 540,462 64,455

　

当中間連結会計期間末(平成20年５月31日)

　

区分
取得原価
(千円)

中間連結貸借対照表
計上額(千円)

差額
(千円)

その他有価証券

①　株式 139,971 139,971 ―

②　債券

　　　その他 20,000 19,016 △983

合計 159,971 158,987 △983

 　(注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当中間連結会計期間において減損処理を

　 行い、投資有価証券評価損316,035千円を計上しております。

　

前連結会計年度末(平成19年11月30日)

　

区分
取得原価
(千円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(千円)

差額
(千円)

その他有価証券

①　株式 456,006 403,142 △52,864

②　債券

　　　その他 20,000 18,777 △1,222

合計 476,006 421,920 △54,086
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２　時価評価されていない主な有価証券

前中間連結会計期間末(平成19年５月31日）

　

区分
中間連結貸借対照表計上額

(千円)

(1) その他有価証券

　　非上場外国債券 122,302

(2) 非上場株式 277,062

(3) 投資事業組合 528

計 399,892

　

当中間連結会計期間末(平成20年５月31日)

　

区分
中間連結貸借対照表計上額

(千円)

(1) その他有価証券

　　非上場外国債券 42,104

(2) 非上場株式 205,346

(3) 投資事業組合 1

計 247,452

　

前連結会計年度末(平成19年11月30日)

　

内容
連結貸借対照表計上額

(千円)

(1) その他有価証券

　　非上場外国債券 35,670

(2) 非上場株式 213,932

(3) 投資事業組合 525

計 250,128
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(デリバティブ取引関係)

前中間連結会計期間末(平成19年５月31日)

該当事項はありません。

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので、

注記の対象から除いております。

　

当中間連結会計期間末(平成20年５月31日)

金利スワップ取引及び外国為替証拠金取引を行っております。

金利スワップ取引はヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いております。

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

種類 契約額等(千円) 時価(千円) 評価損益(千円)

外国為替証拠金取引

　売建 81,517 82,046 △528

合計 81,517 82,046 △528

　

前連結会計年度末(平成19年11月30日)

金利スワップ取引及び外国為替証拠金取引を行っております。

金利スワップ取引はヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いております。

なお、外国為替証拠金取引は、期末残高がないため記載しておりません。
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(ストック・オプション等関係)

前中間連結会計期間(自　平成18年12月１日　至　平成19年５月31日)

該当事項はありません。

　

当中間連結会計期間(自　平成19年12月１日　至　平成20年５月31日)

該当事項はありません。

　

前連結会計年度(自　平成18年12月１日　至　平成19年11月30日)

1.　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

（1）ストック・オプションの内容

会社名 提出会社

決議年月日 平成13年10月15日

付与対象者の区分及び人数(名)当社取締役4、当社従業員2、子会社役員3、子会社従業員2

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　236

付与日 平成13年10月31日

権利確定条件 特に付されておりません。

対象勤務期間 特に定めはありません。

権利行使期間 平成13年12月1日～平成19年11月30日

公正な評価単価（付与日）
（円）

―

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年9月8日

付与対象者の区分及び人数(名)当社取締役6、当社従業員4、子会社役員3、子会社従業員12

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　1,000

付与日 平成16年11月30日

権利確定条件 特に付されておりません。

対象勤務期間 特に定めはありません。

権利行使期間 平成18年12月１日～平成21年11月30日

公正な評価単価（付与日）
（円）

―

会社名 提出会社

決議年月日 平成17年6月30日

付与対象者の区分及び人数(名)当社取締役6、当社従業員2、子会社役員2、子会社従業員13

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　200

付与日 平成17年11月8日

権利確定条件 特に付されておりません。

対象勤務期間 特に定めはありません。

権利行使期間 平成19年11月10日～平成21年11月30日

公正な評価単価（付与日）
（円）

―
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間(自　平成18年12月１日　至　平成19年５月31日)

　
投資情報
提供事業
(千円)

金融アドバイ
ザリー事業
(千円)

計(千円)
消去又は全社
(千円)

連結(千円)

 売上高及び営業損益

　売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

480,767 81,153 561,921 ─ 561,921

(2) セグメント間の
内部売上高又は振替高

─ 357 357 (357) ─

計 480,767 81,511 562,279 (357) 561,921

営業費用 374,180 63,225 437,406 124,534 561,940

営業利益又は営業損失(△) 106,587 18,285 124,872(124,891) △18

(注) １　事業区分は、サービスの内容、提供先、市場の類似性を考慮して区分しております。

２　各事業に属する主要サービス又は業務の内容

(1) 投資情報提供事業……日本株情報提供、中国株情報提供、為替・国際金融情報提供

(2) 金融アドバイザリー事業……アドバイザリー業務、コンサルティング業務、責任投資業務

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、124,534千円であり、その主なもの

は、中間連結財務諸表提出会社の管理部門にかかる費用であります。

　

当中間連結会計期間(自　平成19年12月１日　至　平成20年５月31日)

　
投資情報
提供事業
(千円)

金融アドバイ
ザリー事業
(千円)

その他の事業
(千円)

計(千円)
消去又は全
社
(千円)

連結(千円)

 売上高及び営業損益

　売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

515,124 97,700 13,508 626,333 ─ 626,333

(2) セグメント間の
内部売上高又は振替高

─ 317 ─ 317 (317) ─

計 515,124 98,018 13,508 626,650(317)626,333

営業費用 429,826 74,365 11,100 515,291171,817687,109

営業利益又は営業損失(△) 85,297 23,653 2,408 111,358(172,135)△60,776

(注) １　事業区分は、サービスの内容、提供先、市場の類似性を考慮して区分しております。

　　なお、当中間連結会計期間より、その他の事業（ライセンス事業及びエンターテインメント事業）を開始したこ

とに伴い、事業の種類別セグメントに「その他の事業」を設定いたしました。

２　各事業に属する主要サービス又は業務の内容

(1) 投資情報提供事業……日本株情報提供、中国株情報提供、為替・国際金融情報提供

(2) 金融アドバイザリー事業……アドバイザリー業務、コンサルティング業務、責任投資業務

(3) その他の事業……ライセンス事業、エンターテインメント事業

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、172,135千円であり、その主なもの

は、中間連結財務諸表提出会社の管理部門にかかる費用であります。
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前連結会計年度(自　平成18年12月１日　至　平成19年11月30日）

　
投資情報
提供事業
(千円)

金融アドバイ
ザリー事業
(千円)

計(千円)
消去又は全社
(千円)

連結(千円)

 売上高及び営業損益

　売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

1,011,955436,8581,448,813 ― 1,448,813

(2) セグメント間の
内部売上高又は振替高

― 709 709 (709) ―

計 1,011,955437,5671,449,523 (709)1,448,813

営業費用 769,864 144,729 914,593 267,2361,181,830

営業利益 242,090 292,838 534,929(267,946)266,983

(注) １　事業区分は、サービスの内容、提供先、市場の類似性を考慮して区分しております。

２　各事業に属する主要サービス又は業務の内容

(1) 投資情報提供事業……日本株情報提供、中国株情報提供、為替・国際金融情報提供

(2) 金融アドバイザリー事業……アドバイザリー業務、コンサルティング業務、責任投資業務

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、267,946千円であり、その主なもの

は、連結財務諸表提出会社の管理部門にかかる費用であります。
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【所在地別セグメント情報】

前中間連結会計期間(自　平成18年12月１日　至　平成19年５月31日）

日本
(千円)

米国
(千円)

中国
(千円)

ケイマン
諸島
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

　売上高及び営業損益

(1) 外部顧客に
対する売上高

412,612103,88243,8421,584561,921 ― 561,921

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

66,52813,4871,530 ― 81,545(81,545)―

計 479,140117,37045,3721,584643,467(81,545)561,921

営業費用 424,761119,37951,9262,907598,974(37,034)561,940

営業利益又は営業損失(△) 54,378△2,009△6,553△1,32344,492(44,511)△18

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。

　

当中間連結会計期間(自　平成19年12月１日　至　平成20年５月31日）

日本
(千円)

米国
(千円)

中国
(千円)

欧州
(千円)

ケイマン
諸島
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

 売上高及び営業損益

　売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

442,88572,69779,52129,5531,675626,333― 626,333

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

12,16925,1742,3123,929 ― 43,585(43,585)―

計 455,05497,87281,83333,4821,675669,918(43,585)626,333

営業費用 516,04992,15993,34123,3805,671730,602(43,492)687,109

営業利益又は営業損失(△)△60,9945,712△11,50710,102△3,996△60,683(92)△60,776

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。

　

前連結会計年度(自　平成18年12月１日　至　平成19年11月30日)

日本
(千円)

米国
(千円)

中国
(千円)

欧州
(千円)

ケイマン
諸島
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

 売上高及び営業損益

　売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

993,628220,904113,488113,3337,4581,448,813― 1,448,813

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

86,14528,5103,548 ― ― 118,204(118,204)―

計 1,079,773249,415117,037113,3337,4581,567,018(118,204)1,448,813

営業費用 875,229225,039126,09614,77913,8241,254,969(73,138)1,181,830

営業利益又は営業損失(△) 204,54424,376△9,05998,553△6,365312,049(45,066)266,983

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。

３　当連結会計年度より、T&C Financial Advisor (Schweiz) AG を新規設立したことにより「欧州」を新設して

おります。
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【海外売上高】

海外売上高及び連結売上高に占める海外売上高の割合は次のとおりであります。

前中間連結会計期間(自　平成18年12月１日　至　平成19年５月31日）

　

ケイマン諸島 その他の地域 合計額

Ⅰ　海外売上高(千円) 68,836 53,044 121,881

Ⅱ　連結売上高(千円) ─ ─ 561,921

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

12.3 9.4 21.7

(注) １　国又は地域の区分は地理的近接度によっています。

　　その他の地域に属する国又は地域・・・・米国、中国、英国、シンガポール、スイス

　

当中間連結会計期間(自　平成19年12月１日　至　平成20年５月31日）

　

アジア ケイマン諸島 その他の地域 合計額

Ⅰ　海外売上高(千円) 91,891 62,748 22,315 176,955

Ⅱ　連結売上高(千円) ─ ─ ─ 626,333

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

14.7 10.0 3.6 28.3

(注) １　国又は地域の区分は地理的近接度によっています。

２　各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

　　アジア・・・・・・中国、シンガポール

　　その他の地域・・・米国、英国、スイス

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

４　国又は地域の区分方法の変更

　「アジア」は前中間連結会計期間まで「その他の地域」に含めて表示しておりましたが、当中間連結会計期間に

おいて重要性が増したため、区分表示しております。

　　なお、前中間連結会計期間の海外売上高を、当中間連結会計期間において用いた海外売上高区分の方法により区

分すると以下のとおりとなります。

アジア
ケイマン諸
島

その他の地
域

合計額

 前中間連結会計期間 Ⅰ　海外売上高(千円) 44,17268,836 8,872121,881

(自　平成18年12月１日Ⅱ　連結売上高(千円) ─ ─ ─ 561,921

 至　平成19年５月31日）
 

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

7.9 12.3 1.6 21.7

　

前連結会計年度(自　平成18年12月１日　至　平成19年11月30日)

　

ケイマン諸島 その他の地域 合計額

Ⅰ　海外売上高(千円) 407,871 133,862 541,733

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― 1,448,813

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

28.2 9.2 37.4

(注) １　国又は地域の区分は地理的近接度によっています。

　　その他の地域に属する国又は地域・・・・米国、中国、英国、シンガポール、スイス

２　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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(企業結合等関係)

前中間連結会計期間(自　平成18年12月１日　至　平成19年５月31日)

　該当事項はありません。

　

当中間連結会計期間(自　平成19年12月１日　至　平成20年５月31日)

   (共通支配下の取引等）

1.結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の

　　概要　　　

（1）結合当事企業の名称及びその事業の内容

　　 結合当事企業　　株式会社トレーダーズ・アンド・カンパニー　日本株情報提供事業

　　　　　　　　　　　 株式会社T&Cトランスリンク　　　　　　　　 中国株情報提供事業

　　　 被結合企業　　　株式会社マネーアンドマネー　　　　　　　　為替・国際金融情報提供事業

（2）結合後企業の名称

　　 株式会社T&Cフィナンシャルリサーチ

　　　 株式会社T&Cフィナンシャルテクノロジーズ

（3）企業結合の法的形式及び取引の目的を含む取引の概要

　　 国際分散投資に役立つクオリティの高い投資情報を投資家のニーズにあわせてよりタイムリー

　　　 に提供し、国際競争力を高める体制を構築すること、金融機関法人顧客の投資情報に対するニ

　　　 ーズを的確に収集・分析し、ユーザーフレンドリーなプラットフォームを構築するソリューシ　　

　　　 ョン事業を目的として投資情報提供事業の再編を行いました。平成19年12月１日付で㈱T&Cト

　　　 ランスリンクを存続会社とした吸収合併により、㈱マネーアンドマネーは解散しました。

　　　 また、㈱T&Cトランスリンクが営むコンテンツ作成事業及び個人向け投資情報提供事業を吸収

　　　 分割により㈱トレーダーズ・アンド・カンパニーが承継し、株式会社T&Cフィナンシャルリサ

　　　 ーチと商号を変更しました。さらに、㈱トレーダーズ・アンド・カンパニーが営む法人向け投

　　　 資情報提供事業を吸収分割により㈱T&Cトランスリンクが承継し、株式会社T&Cフィナンシャル

　　　 テクノロジーズと商号を変更しました。

2.実施した会計処理の概要

　「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び

　　 事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会　最終改正平成19年11月15日 企

　　 業会計基準適用指針第10号）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行いました。

　

前連結会計年度(自　平成18年12月１日　至　平成19年11月30日)

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前中間連結会計期間
(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

１株当たり純資産額 80,486円83銭１株当たり純資産額 51,843円07銭１株当たり純資産額 81,705円59銭

１株当たり
中間純損失

4,290円48銭
１株当たり
中間純損失

33,536円14銭
１株当たり
当期純利益

9,923円29銭

なお、潜在株式調整後1株当たり中間
純利益については、新株引受権及び
新株予約権残高がありますが、1株当
たり中間純損失を計上しているため
記載しておりません。

なお、潜在株式調整後1株当たり中間
純利益については、新株予約権残高
がありますが、1株当たり中間純損失
を計上しているため記載しておりま
せん。
 

潜在株式調整後
１株当たり当期
純利益

9,421円35銭

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
前中間連結会計期間末
(平成19年５月31日)

当中間連結会計期間末
(平成20年５月31日)

前連結会計年度末
(平成19年11月30日)

中間連結貸借対照表(連結貸
借対照表)の純資産の部の合
計額(千円)

1,198,715 1,345,168 1,574,470

普通株式に係る純資産額
(千円)

1,034,899 666,805 1,050,570

中間連結貸借対照表(連結貸
借対照表)の純資産の部の合
計額と1株当たり純資産額の
算定に用いられた普通株式
に係る中間連結会計期間末
(連結会計年度末)の純資産
額との差額の主な内訳(千
円)

　少数株主持分 163,815 678,363 523,900

普通株式の発行済株式数
(株)

12,858 12,862 12,858

普通株式の自己株式数(株) ─ ─ ―

１株当たり純資産額の算定
に用いられた普通株式の数
(株)

12,858 12,862 12,858

　

　
２　１株当たり当期純利益又は中間純損失及び潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益

前中間連結会計期間
(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

当期純利益又は
中間純損失（△） (千円)

△54,190 △431,230 126,468

普通株式に係る当期純利益
又は中間純損失(△) (千円)

△54,190 △431,230 126,468

普通株主に帰属しない金額
(千円)

─ ─ ―

普通株式の期中平均株式数
(株)

12,630 12,858 12,744

中間（当期）純利益調整額
（千円）

─ ─ ─

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益の算定に
用いられた普通株式増加数
（株）　
新株予約権 ─ ─ 679
希薄化効果を有しないため、
潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益の算定に
含まれなかった潜在株式の
概要

─ ─ ─
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(重要な後発事象)

　
前中間連結会計期間
(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

１．重要な子会社の設立について

 平成19年４月16日の取締役会の承

認に基づき、エンターテイメントに

関する金融アドバイザリー業務の拡

大のため、ケイマン島に当社全額出

資による子会社3社を設立し、平成19

年６月４日より業務を開始しており

ます。

(1) T&C Media Content, Ltd.

　① 事業の内容

　映画および音楽出版等の印税の

　管理

　② 資本の額　100千円

 

(2）T&C Music, Ltd.

  ① 事業の内容

　映画および音楽出版等の印税の

　管理

  ② 資本の額  100千円

 

(3) T&C Media ContentⅡ, Ltd.

  ① 事業の内容

　映画ファンドを組成するための

　資金の受皿会社

  ② 資本の額  100千円

  
  

２．資金の借入について

　 平成19年６月15日に㈱百十四銀行

より100,000千円の資金の借入を

行っております。

　(1) 金　　利　　2.50％

　(2) 返済期日　平成20年６月14日

　(3) 資金の使途　運転資金

  

３．重要な子会社の設立について

 平成19年７月18日の取締役会にお

いて、金融アドバイザリー事業をグ

ローバルに展開する拠点として、ス

イスに当社全額出資による子会社を

設立することを決議いたしました。

(1)商号　

T&C Financial Advisor (S

chweiz) AG

(2)事業の内容　投資顧問業務

(3)所在地　スイスチューリッヒ

(4)資本の額　250,000スイスフラン

 
 

      ──────

 

 

１. 連結子会社の企業結合について

 投資情報提供事業会社の合併及び

分割

(1) 結合当事企業の名称及び事業の

内容

　結合企業

　㈱T&Cトランスリンク

　　　　　中国株投資情報提供事業

㈱トレーダーズ・アンド・カンパ

ニー

　　　　　日本株投資情報提供事業

　被結合企業

　㈱マネーアンドマネー

　　　　　為替・国際金融情報提供

 

(2) 企業結合を行った理由

　これまで各子会社が縦割りで投

資情報を提供しておりましたが、

①国際分散投資に役立つクオリ

ティの高い投資情報を、投資家の

ニーズにあわせてよりタイムリー

に提供し、国際競争力を高める体

制を構築すること、②金融機関法

人顧客の投資情報に対するニーズ

を的確に収集・分析し、ユ－ザー

フレンドリーなプラットフォーム

を構築するソリューション提供事

業を目的に組織再編を行いまし

た。

(3) 企業結合日

　平成19年12月１日

(4) 企業結合の法的形式

　① 合併方式

㈱T&Cトランスリンクを存続会社

として㈱マネーアンドマネーを吸

収合併し㈱マネーアンドマネーは

解散

　② 分割方式

㈱T&Cトランスリンクが営むコン

テンツ制作事業及び個人向け投資

情報提供事業の吸収分割により、

㈱トレーダーズ・アンド・カンパ

ニーを承継会社とする吸収分割

　③ 分割方式

㈱トレーダーズ・アンド・カンパ

ニーが営む法人向け投資情報提供

事業を吸収分割により㈱T&Cトラ

ンスリンクを承継会社とする吸収

分割
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　 前中間連結会計期間
(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

４．資金の借入について

　 平成19年７月31日に㈱三菱東京

UFJ銀行より300,000千円の資金の

借入を行っております。

　(1) 金　　利　　1.875％

　(2) 返済期日　平成19年９月28日

　(3) 資金の使途　運転資金

 

　 

(5) 実施した会計処理の概要

　「企業結合に係る会計基準」

（企業会計審議会平成15年10月31

日）及び「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用

指針」(企業会計基準委員会 最終

改正平成19年11月15日 企業会計

基準適用指針第10号）に基づき、

共通支配下の取引として会計処理

を行いました。

(6) 再編後の状況
商号変更前 ㈱トレーダーズ・アンド・

カンパニー
商号変更後 ㈱T&Cフィナンシャルリサー

チ
主な事業内容 投資情報提供事業
代表者 代表取締役社長　吉田　恒
資本金 80百万円

 
商号変更前 ㈱T&Cトランスリンク
商号変更後 ㈱T&Cフィナンシャルテクノ

ロジーズ
主な事業内容 投資情報提供事業
代表者 代表取締役社長　井上　勇
資本金 30百万円

 

２. 金融アドバイザリー事業の組織

再編について

 平成20年１月16日開催の取締役会

において、投資のグローバル化が進

行する中、より機動的に、投資家の利

益最大化を目指したアドバイザリー

事業を展開することを目的として、

金融アドバイザリー事業を行う事業

会社兼SPCを管理する中間持株会社

をスイスのチューリッヒに設立する

ことを決議いたしました。

(1) 方法

スイスのチューリッヒに当社の

100％子会社として中間持株会社

を設立し、現在当社の100％子会社

であるT&C Financial Advisor 

(Schweiz)  AG、T&C NY, Inc. 及

びSPC6社を、新設する中間持株会

社の100％子会社とする。

(2) 組織再編対象会社の概要

① T&C NY, Inc.

事業内容：金融アドバイザリー

　　　　　事業

代表者: 田中茂樹

② T&C Financial Advisor 

　 (Schweiz) AG

事業内容：金融アドバイザリー

　　　　　事業

代表者: ジョン・ケール
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前中間連結会計期間
(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

③ T&C Capital, Ltd.

事業内容：SPC

代表者: 田中茂樹

④ T&C Guaranty, Ltd.

事業内容：SPC

代表者: 田中茂樹

⑤ T&C Ventures, Ltd.

事業内容：SPC

代表者: 田中茂樹

⑥ T&C Media Content, Ltd.

事業内容：SPC

代表者: 松島新

⑦ T&C Media ContentⅡ, Ltd.

事業内容：SPC

代表者: 松島新

⑧ T&C Music, Ltd.

事業内容：SPC

代表者: 松島新

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【中間財務諸表等】
(1) 【中間財務諸表】
① 【中間貸借対照表】

　

前中間会計期間末

(平成19年５月31日)

当中間会計期間末

(平成20年５月31日)

前事業年度
要約貸借対照表
(平成19年11月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 47,516 85,781 158,411

　２　売掛金 50,249 22,441 45,601

　３　仕掛品 ─ ─ 1,034

　４　営業投資有価証券 229,347 ─ 450,882

　５　関係会社短期貸付金 200,417 389,014 183,042

　６　その他 ※2 111,343 31,205 22,689

　７　貸倒引当金 △ 23,200 ─ △23,200

　　　流動資産合計 615,67333.1 528,44227.0 838,46234.2

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※1 18,636 28,248 20,212

　２　無形固定資産

　　(1) 特許権 ─ 231,250 242,350

　　(2) その他 ─ 11,771 9,879

　　無形固定資産合計 9,281 243,021 252,229

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 798,362 345,554 617,260

　　(2) 関係会社株式 338,552 709,544 638,252

　　(3) その他 91,276 133,411 98,990

　　(4) 貸倒引当金 ─ △29,000 ─

　　(5) 投資損失引当金 △11,084 ─ △11,084

　　投資その他の資産合計 1,217,108 1,159,510 1,343,419

　　　固定資産合計 1,245,02666.9 1,430,78073.0 1,615,86165.8

　　　資産合計 1,860,700100.0 1,959,223100.0 2,454,323100.0

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　短期借入金 ※3 100,000 456,669 775,000

　２　関係会社短期借入金 90,911 220,692 160,911

　３　1年以内返済予定の
　　　長期借入金

117,440 139,040 105,760

　４　1年以内償還予定の
　　　社債

65,400 69,200 65,400

　５　その他 ※2 32,517 40,340 63,026

　　　流動負債合計 406,26821.8 925,94247.3 1,170,09847.7

Ⅱ　固定負債

　１　社債 69,200 ─ 36,500

　２　長期借入金 333,040 394,000 282,000

　３　その他 31,442 ─ ─

　　　固定負債合計 433,68223.3 394,00020.1 318,50013.0

　　　負債合計 839,95145.1 1,319,94267.4 1,488,59860.7
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前中間会計期間末

(平成19年５月31日)

当中間会計期間末

(平成20年５月31日)

前事業年度
要約貸借対照表
(平成19年11月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 589,77531.7 590,02530.1 589,77524.0

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 382,625 382,625 382,625

　　資本剰余金合計 382,62520.6 382,62519.5 382,62515.6

　３　利益剰余金

　　(1) その他利益剰余金

　　繰越利益剰余金 3,189 △314,565 57,680

　　利益剰余金合計 3,1890.2 △314,565△16.0 57,6802.3

　　株主資本合計 975,58952.5 658,08433.6 1,030,08041.9

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

45,1592.4 △18,803△1.0 △64,355△2.6

　　　評価・換算差額等
　　　合計

45,1592.4 △18,803△1.0 △64,355△2.6

　　　純資産合計 1,020,74854.9 639,28132.6 965,72539.3

　　　負債純資産合計 1,860,700100.0 1,959,223100.0 2,454,323100.0
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② 【中間損益計算書】

　

前中間会計期間

(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間会計期間

(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前事業年度
要約損益計算書

(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　営業収益 209,471100.0 176,366100.0 480,795100.0

Ⅱ　営業原価 28,23613.5 14,4568.2 54,70011.4

　　　売上総利益 181,23586.5 161,90991.8 426,09588.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費 145,27669.3 193,414109.7 310,59764.6

　　　営業利益又は
　　　営業損失(△)

35,95917.2 △31,505△17.9 115,49724.0

Ⅳ　営業外収益 ※1 9,0324.3 7,2654.1 34,4467.1

Ⅴ　営業外費用 ※2 57,14527.3 30,46017.2 90,43518.8

　　　経常利益又は
　　　経常損失(△)

△12,153△5.8 △54,699△31.0 59,50812.3

Ⅵ　特別利益 ※3 ― ― 0 0.0 49,94610.4

Ⅶ　特別損失 ※4 11,2155.4 317,401180.0 11,2152.3

　　税引前当期純利益
　　又は税引前
　　中間純損失(△)

△23,368△11.2 △372,100△211.0 98,23920.4

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

145 145 44,381

　　　法人税等調整額 △6,932△6,787△3.3 ─ 145 0.1 15,94860,33012.5

当期純利益
又は中間純損失(△)

△16,581△7.9 △372,245△211.1 37,9097.9
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③ 【中間株主資本等変動計算書】
前中間会計期間(自　平成18年12月１日　至　平成19年５月31日)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本準備金

資本剰余金
合計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

平成18年11月30日残高(千円) 374,150 174,500 174,500 19,771 19,771 568,421

中間会計期間中の変動額

　新株の発行 215,625 208,125 208,125 ─ ─ 423,750

　中間純損失 ─ ─ ─ △16,581 △16,581 △16,581

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間の変動額(純額)

─ ─ ─ ─ ─ ─

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

215,625 208,125 208,125△ 16,581△ 16,581 407,168

平成19年5月31日残高(千円) 589,775 382,625 382,625 3,189 3,189 975,589

　

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年11月30日残高(千円) △10,319 △10,319 558,102

中間会計期間中の変動額

　新株の発行 ─ ─ 423,750

　中間純損失 ─ ─ △ 16,581

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間の変動額(純額)

55,478 55,478 55,478

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

55,478 55,478 462,646

平成19年5月31日残高(千円) 45,159 45,159 1,020,748

　
当中間会計期間(自　平成19年12月１日　至　平成20年５月31日)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本準備金

資本剰余金
合計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

平成19年11月30日残高(千円) 589,775 382,625 382,625 57,680 57,6801,030,080

中間会計期間中の変動額

　新株の発行 250 250

　中間純損失 △372,245△372,245△372,245

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間の変動額(純額)

─

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

250 ─ ─ △372,245△372,245△371,995

平成20年5月31日残高(千円) 590,025 382,625 382,625△314,565△314,565 658,084

　

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成19年11月30日残高(千円) △64,355 △64,355 965,725

中間会計期間中の変動額

　新株の発行 250

　中間純損失 △372,245

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間の変動額(純額)

45,551 45,551 45,551

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

45,551 45,551 △326,444

平成20年5月31日残高(千円) △18,803 △18,803 639,281
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前事業年度(自　平成18年12月１日　至　平成19年11月30日)
　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本準備金

資本剰余金
合計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

平成18年11月30日残高(千円) 374,150 174,500 174,500 19,771 19,771 568,421

事業年度中の変動額

　新株の発行 215,625 208,125 208,125 423,750

　当期純利益 37,909 37,909 37,909

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

─

事業年度中の変動額合計(千円) 215,625 208,125 208,125 37,909 37,909 461,659

平成19年11月30日残高(千円) 589,775 382,625 382,625 57,680 57,6801,030,080

　
評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年11月30日残高(千円) △10,319 △10,319 558,102

事業年度中の変動額

　新株の発行 423,750

　当期純利益 37,909

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△54,036 △54,036 △54,036

事業年度中の変動額合計(千円) △54,036 △54,036 407,622

平成19年11月30日残高(千円) △64,355 △64,355 965,725
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　
前中間会計期間

(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前事業年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

１　資産の評価基準及び評価方法

　　有価証券(営業投資有価証券を含

む。)

　(1) 子会社株式

　　　移動平均法による原価法

１　資産の評価基準及び評価方法

　　有価証券(営業投資有価証券を含

む。)

　(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　　同左

１　資産の評価基準及び評価方法

　　有価証券(営業投資有価証券を含

む。)

　(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　　同左

　(2) その他有価証券

　　時価のあるもの

　　　中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法

　　 (評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動

平均法により算定しておりま

す。)

　(2) その他有価証券

　　時価のあるもの

　　　同左

 

　(2) その他有価証券

　　時価のあるもの

　　　決算日の市場価格等に基づく時

価法

　　 (評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動

平均法により算定しておりま

す。)

　　時価のないもの

　　　移動平均法による原価法

　　時価のないもの

　　　同左

　　時価のないもの

　　　同左

２　たな卸資産の評価基準及び評価

方法

　　たな卸資産

　  　ソフトウェア仕掛品　個別法に

よる原価法

２　たな卸資産の評価基準及び評価

方法

　　　─────

２　たな卸資産の評価基準及び評価

方法

　　たな卸資産

　  　ソフトウェア仕掛品　個別法に

よる原価法

 

３　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　　定率法を採用しております。

　　　なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

　　　　建物　　　　　　 3～15年

　　　　工具器具及び備品 4～10年

３ 　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　　定率法を採用しております。

　　　なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

　　　　建物　　　　　　 3～15年

　　　　工具器具及び備品 4～10年

　　 (追加情報）

　　　当中間会計期間から、法人税法の

改正に伴い、平成19年３月31

日以前に取得した固定資産に

ついては、残存簿価を償却可

能限度額まで償却が終了した

翌年から５年間で均等償却す

る方法によっております。

なお、この変更に伴う営業損

失、経常損失、税引前中間純損

失に与える影響は軽微であり

ます。

３　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　　定率法を採用しております。

　　　なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

　　　　建物　　　　　　 3～15年

　　　　工具器具及び備品 4～10年

 

　(2) 無形固定資産

　　　定額法

自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可

能期間（5年）に基づく定額

法を採用しております。

　(2) 無形固定資産

　　　自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能

期間（5年）に基づく定額法

を採用しております。

　　　特許権については、11年間の定額

法を採用しております。

 

　(2) 無形固定資産

　　　同左

 

４　デリバティブ取引

――――

４　デリバティブ取引

――――

 

４　デリバティブ取引

　　　時価法

５　繰延資産の処理方法

　　　株式交付費

　　　支出時に全額費用処理しており

ます。

５ 　繰延資産の処理方法

　　　株式交付費

　　　同左

 

５ 　繰延資産の処理方法

　　　株式交付費

　　　同左
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前中間会計期間
(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前事業年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

６　外貨建ての資産又は負債の本邦

通貨への換算基準

　　外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理しております。

６ 　外貨建ての資産又は負債の本邦

通貨への換算基準

  　　同左

６　外貨建ての資産又は負債の本邦

通貨への換算基準

　　外貨建金銭債権債務は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理

しております。

７　引当金の計上基準

　（1）貸倒引当金

　　　債権の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定

の債権については、個別に回

収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

７ 　引当金の計上基準

　（1）貸倒引当金

　　　同左　　

 

 

７　引当金の計上基準

　（1）貸倒引当金

　　　同左

 

 （2）投資損失引当金

　　　関係会社等への投資に係る損失

に備えて、財政状態並びに将

来の回復見込等を勘案して必

要と認められる額を計上して

おります。

 （2）投資損失引当金

　　　　　　――――

  (2) 投資損失引当金

　　　関係会社等への投資に係る損失

に備えて、財政状態並びに将

来の回復見込み等を勘案して

必要と認められる額を計上し

ております。

８　ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

　　　金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしております

ので、特例処理を採用いたし

ております。

８ 　ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

　　　同左

８　ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

　　　同左

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　 (ヘッジ手段）

　　　金利スワップ取引

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　 (ヘッジ手段）

　　　同左

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　 (ヘッジ手段)

　　　同左

　　 (ヘッジ対象）

　　　借入金の利息

　　 (ヘッジ対象）

　　　同左

　　 (ヘッジ対象）

　　　同左

　(3) ヘッジ方針

　　　借入金の金利変動リスクを回避

する目的で金利スワップ取引

を行っており、ヘッジ対象の

識別は個別契約毎に行ってお

ります。

　(3) ヘッジ方針

　　　同左

 

　(3) ヘッジ方針

　　　同左

　(4) ヘッジ有効性評価の方法

　　　リスク管理要領に従って、以下の

条件を満たす金利スワップを

締結しております。

　(4) ヘッジ有効性評価の方法

　　　同左

　(4) ヘッジ有効性評価の方法

　　  リスク管理要領に従って、以下

の条件を満たす金利スワップ

を締結しております。　

　　① 金利スワップの想定元本と長

期借入金の元本金額が一致

している。

　　① 金利スワップの想定元本と長

期借入金の元本金額が一致

している。

　　② 金利スワップと長期借入金の

契約期間及び満期が一致し

ている。

　　② 金利スワップと長期借入金の

契約期間及び満期が一致し

ている。

　　③ 長期借入金の変動金利のイン

デックスと金利スワップで

受払いされる変動金利のイ

ンデックスが、LIBOR+ αで

一致している。

　　③ 長期借入金の変動金利のイン

デックスと金利スワップで

受払いされる変動金利のイ

ンデックスが、LIBOR+ αで

一致している。

　　④ 長期借入金と金利スワップの

金利改定条件が一致してい

る。

　　④ 長期借入金と金利スワップの

金利改定条件が一致してい

る。
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　 前中間会計期間
(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前事業年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

　　⑤ 金利スワップの受払い条件が

スワップ期間を通して一定

である。

　　　従って、金利スワップの特例処理

の要件を満たしているので中

間決算日における有効性の評

価を省略しております。

　  ⑤ 金利スワップの受払い条件が

スワップ期間を通して一定

である。

　　　従って、金利スワップの特例処理

の要件を満たしているので決

算日における有効性の評価を

省略しております。

９　その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

　(1) 消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっておりま

す。

９ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

　(1) 消費税等の会計処理

　　　同左

９　その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

　(1) 消費税等の会計処理

同左

　(2) 営業投資有価証券の会計処理

　　　当社グループは、投資対象、投資

スキーム、投資タイミングな

どを投資家に情報として提供

するアドバイザリー業務を

行っております。

　  　そして、上記情報を判断材料と

して、自己の責任で投資を希

望する投資家に対しては、子

会社（SPC）が私募債等を発

行して、投資家の資金を受け

入れておりますが、このSPCが

発行する私募債等について投

資家からの信用を得るため、

当社グループの自己資金を利

用して自らSPCが発行する私

募債等を購入し、「信用補

完」を行うことがあります

（責任投資業務）。

　  　この責任投資業務を目的として

行なう私募債等への投資につ

いては責任投資業務目的以外

で保有する有価証券とは区分

して、「営業投資有価証券」

として「流動資産の部」に表

示しております。

      また、営業投資有価証券の償

還または売却から生じる損益

は、営業損益の区分に表示す

ることとしております。

　(2) 営業投資有価証券の会計処理

　　  同左

　  　

　  

    

　(2) 営業投資有価証券の会計処理

　　  同左
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会計処理の変更

　
前中間会計期間

(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前事業年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

(減価償却の方法）
　当中間会計期間から、法人税法の改
正に伴い、平成19年４月１日以降に
取得の固定資産については、改正法
人税法に規定する償却方法により、
減価償却費を計上しております。
　なお、この変更に伴う営業利益、経
常損失、税引前中間純損失に与える
影響は軽微であります。

　　　────── (減価償却の方法)
　当事業年度から、法人税法の改正に
伴い、平成19年４月１日以降に取得
の固定資産については、改正法人税
法に規定する償却方法により、減価
償却費を計上しております。
　なお、この変更に伴う営業利益、経
常利益、税引前当期純利益に与える
影響は軽微であります。
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成19年５月31日)

当中間会計期間末
(平成20年５月31日)

前事業年度末
(平成19年11月30日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

11,601千円
 

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

18,787千円
 

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

14,738千円
 

※２　消費税等の取扱い

　　　仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、金額的重要性が

乏しいため、流動負債の「その

他」に含めて表示しておりま

す。

※２　消費税等の取扱い

　　　仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、金額的重要性が

乏しいため、流動資産の「その

他」に含めて表示しておりま

す。

※２　

―――――

※３　

―――――

 

※３　財務制限条項

　　　短期借入金のうち、シンジケート

ローン契約（残高300,000千

円）には財務制限条項がついて

おり、下記の条項に抵触した場

合は、契約上のすべての債務に

ついて期限の利益を失い、借入

金元本及び利息を支払うことに

なっております。

① 各年度の決算期の末日にお

ける連結の貸借対照表にお

ける純資産の部の金額を、平

成18年11月に終了する決算

期の末日における連結の貸

借対照表における純資産の

金額の75％の金額以上にそ

れぞれ維持することを確約

する。

② 各年度の決算期に係る連結

の損益計算書上の経常損益

に関して、それぞれ経常損失

を計上しないことを確約す

る。

 

※３　財務制限条項

　　  同左
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(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前事業年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 4,543千円

受取賃貸管理料 1,863千円

為替差益 2,210千円
 

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 7,206千円

 

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 10,234千円

為替取引利益 20,432千円

 

※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 8,576千円

上場関連費用 18,964千円

株式交付費 2,921千円

貸倒引当金繰入 23,200千円

 

※３　────

 

 

※４　特別損失のうち主要なもの

投資損失引当金

繰入
11,084千円

※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 17,731千円

為替差損 4,839千円

貸倒引当金繰入 5,800千円

 

 

※３　────

 

 

※４　特別損失のうち主要なもの

投資有価証券評
価損

316,035千円

※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 21,751千円

上場関連費用 22,423千円

貸倒引当金繰入 23,200千円

為替差損 9,696千円

 

※３　特別利益のうち主要なもの

投資有価証券売

却益
49,946千円

 

※４　特別損失のうち主要なもの

投資損失引当金

繰入
11,084千円

　５　減価償却実施額

有形固定資産 2,607千円

無形固定資産 173千円
 

　５　減価償却実施額

有形固定資産 4,815千円

無形固定資産 11,893千円
 

　５　減価償却実施額

有形固定資産 5,743千円

無形固定資産 2,197千円
 

　

(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間(自　平成18年12月１日　至　平成19年５月31日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。

　

当中間会計期間(自　平成19年12月１日　至　平成20年５月31日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。

　

前事業年度(自　平成18年12月１日　至　平成19年11月30日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。
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(リース取引関係)

　
前中間会計期間

(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前事業年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

注記の対象となる重要なリース取引

はありません。

注記の対象となる重要なリース取引

はありません。

注記の対象となる重要なリース取引

はありません。

　

(有価証券関係)

前中間会計期間末(平成19年５月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

　

当中間会計期間末(平成20年５月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

　

前事業年度末(平成19年11月30日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

　

(企業結合等関係)

前中間会計期間(自　平成18年12月１日　至　平成19年５月31日)

該当事項はありません。

　

当中間会計期間(自　平成19年12月１日　至　平成20年５月31日)

中間連結財務諸表　注記事項（企業結合等関係）に記載のとおりであります。

　

前事業年度(自　平成18年12月１日　至　平成19年11月30日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前中間会計期間

(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前事業年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

１株当たり純資産額 79,386円29銭１株当たり純資産額 49,703円08銭１株当たり純資産額 75,106円95銭

１株当たり
中間純損失

1,312円83銭
１株当たり
中間純損失

28,949円00銭
１株当たり
当期純利益

2,974円53銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益については、新株引受権及
び新株予約権残高がありますが、1株
当たり中間純損失を計上しているた
め記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益については、新株予約権残
高がありますが、1株当たり中間純損
失を計上しているため記載しており
ません。
 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

2,824円07銭

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
前中間会計期間末
(平成19年５月31日)

当中間会計期間末
(平成20年５月31日)

前事業年度末
(平成19年11月30日)

中間貸借対照表(貸借対照
表)の純資産の部の合計額
(千円)

1,020,748 639,281 965,725

普通株式に係る純資産額
(千円)

1,020,748 639,281 965,725

中間貸借対照表(貸借対照
表)の純資産の部の合計額と
1株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式に係る
中間会計期間末(事業年度
末)の純資産額との差額の主
な内訳(千円)

─
 

─
 

─
 

普通株式の発行済株式数
(株)

12,858 12,862 12,858

普通株式の自己株式数(株) ─ ― ─

１株当たり純資産額の算定
に用いられた普通株式の数
(株)

12,858 12,862 12,858

　　　　

２　１株当たり当期純利益又は中間純損失及び潜在株式調整後1株当たり中間(当期)純利益

前中間会計期間
(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前事業年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

当期純利益又は
中間純損失（△）(千円)

△16,581 △372,245 37,909

普通株式に係る当期純利益
又は中間純損失（△）
(千円)

△16,581 △372,245 37,909

普通株主に帰属しない金額
(千円)

─ ─ ─

普通株式の期中平均株式数
(株)

12,630 12,858 12,744

中間（当期）純利益調整額 ─ ─ ─

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益の算定に
用いられた普通株式増加数
（株）　
新株予約権

 
─

 
─

 
679

希薄化効果を有しないため、
潜在株式調整後1株当たり中
間(当期)純利益の算定に含
まれなかった潜在株式の概
要

─ ─ ─
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(重要な後発事象)

　
前中間会計期間

(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前事業年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

１．重要な子会社の設立について

 平成19年４月16日の取締役会の承

認に基づき、エンターテイメントに

関する金融アドバイザリー業務の拡

大のため、ケイマン島に当社全額出

資による子会社3社を設立し、平成19

年６月４日より業務を開始しており

ます。

(1) T&C Media Content, Ltd.

　① 事業の内容

　 映画および音楽出版等の印税の

 　管理

　② 資本の額　100千円

　 

(2）T&C Music, Ltd.

  ① 事業の内容

　 映画および音楽出版等の印税の

   管理

  ② 資本の額  100千円

 

(3) T&C Media ContentⅡ, Ltd.

  ① 事業の内容

　 映画ファンドを組成するための

   資金の受皿会社

  ② 資本の額  100千円

 

２．資金の借入について

　 平成19年６月15日に㈱百十四銀行

より100,000千円の資金の借入を

行っております。

　(1) 金　　利　　2.50％

　(2) 返済期日　平成20年６月14日

　(3) 資金の使途　運転資金

 

３．重要な子会社の設立について

 平成19年７月18日の取締役会にお

いて、金融アドバイザリー事業をグ

ローバルに展開する拠点として、ス

イスに当社全額出資による子会社を

設立することを決議いたしました。

(1)商号　

T&C Financial Advisor (S

chweiz) AG

(2)事業の内容　投資顧問業務

(3)所在地　スイスチューリッヒ

(4)資本の額　250,000スイスフラン

 
 
 

　──────

 

１．連結子会社の企業結合について

 「１ 連結財務諸表等 （1）連結財

務諸表」(重要な後発事象）に同一

の内容が記載されているため記載を

省略しています。

 

２．子会社株式の譲渡について

当社が所有するT&C Cosmic, Inc.

株式を平成19年12月１日付で㈱T&C

フィナンシャルリサーチに譲渡し、

同社の100％子会社といたしました。

　

　 株式譲渡の概要
　　 異動前の所有株式数
　　　　 200株(所有割合100％）
　　 譲渡する株式数
　　　　 200株(譲渡価格200円）
　　 異動後の所有株式数
　　　　 －株（所有割合－％）

 

３．金融アドバイザリー事業の組織

再編について

 「１ 連結財務諸表等 （1）連結財

務諸表」(重要な後発事象）に同一

の内容が記載されているため記載を

省略しています。
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　 前中間会計期間
(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前事業年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

４．資金の借入について

　平成19年７月31日に㈱三菱東京UFJ

銀行より300,000千円の資金の借

入を行っております。

　(1) 金　　利　　1.875％

　(2) 返済期日　平成19年９月28日

　(3) 資金の使途　運転資金

(4) 保証　以下の子会社３社によ

る保証を受けております。

㈱トレーダーズ・アンド・カンパ

ニー、㈱T&Cトランスリンク、㈱マ

ネーアンドマネー
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(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　(1)有価証券報告書及びその添付書類

　　事業年度　第７期(自　平成18年12月１日　至　平成19年11月30日)平成20年２月25日関東財務局長に提出。

　

　(2)臨時報告書

　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第3号（特定子会社の異動）の規定に基づく臨時報告書を

平成19年12月3日関東財務局長に提出。

　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第4号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書を平

成20年1月22日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成１９年８月１７日

株式会社T&Cホールディングス

取締役会　御中

東陽監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　神　　保　　正　　人　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　髙　　木　　康　　行　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社Ｔ＆Ｃホールディングスの平成１８年１２月１日から平成１９年１１月３０日までの連結会計年度の中間連結会計

期間（平成１８年１２月１日から平成１９年５月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結

財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社Ｔ＆Ｃホールディングス及び連結子会社の平成１９年５月３１日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間（平成１８年１２月１日から平成１９年５月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 ※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保

管している。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成２０年８月７日

株式会社T&Cホールディングス

取締役会　御中

東陽監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　神　　保　　正　　人　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　髙　　木　　康　　行　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社Ｔ＆Ｃホールディングスの平成１９年１２月１日から平成２０年１１月３０日までの連結会計年度の中

間連結会計期間（平成１９年１２月１日から平成２０年５月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結

貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表

に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結

財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社Ｔ＆Ｃホールディングス及び連結子会社の平成２０年５月３１日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間（平成１９年１２月１日から平成２０年５月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 ※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保

管している。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成１９年８月１７日

株式会社T&Cホールディングス

取締役会　御中

東陽監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　神　　保　　正　　人　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　髙　　木　　康　　行　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社Ｔ＆Ｃホールディングスの平成１８年１２月１日から平成１９年１１月３０日までの第７期事業年度の中間会計期

間（平成１８年１２月１日から平成１９年５月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計

算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務

諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社Ｔ＆Ｃホールディングスの平成１９年５月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成１８年１２月１日から平成１９年５月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 ※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保

管している。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成２０年８月７日

株式会社T&Cホールディングス

取締役会　御中

東陽監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　神　　保　　正　　人　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　髙　　木　　康　　行　　㊞

　

当監査法人は金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社Ｔ＆Ｃホールディングスの平成１９年１２月１日から平成２０年１１月３０日までの第８期事業年度の中

間会計期間（平成１９年１２月１日から平成２０年５月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中

間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務

諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社Ｔ＆Ｃホールディングスの平成２０年５月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成１９年１２月１日から平成２０年５月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 ※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保

管している。
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